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【はじめに】
本事業の概要・実施方法
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本調査の背景及び調査テーマ

✓ 本調査は、アントレプレナーシップ醸成の裾野を我が国全体に拡大する為に、大学と施設や企業との連携、全国プラット

フォーム構築に関して検討を行った

本調査の背景及び調査テーマ

本調査の背景及び調査テーマ
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• 新型コロナウイルス感染症による社会環境の変化の中で、アントレプレナーシップを我が国全体で醸成していくこと
が重要であり、人材の育成及びその環境整備が必要になっている

• スタートアップエコシステム支援パッケージとして、アントレプレナーシップ教育が一つの柱として強力に推進して
いくことになっており、国としてアントレプレナーシップ教育をより一層推進・強化していかなければならない状況
である

• EDGE-NEXT実施機関やスタートアップエコシステム拠点都市参画機関が中心となってアントレプレナーシップ教育
をリードすることに加え、他の全国の大学等と連携し、自律的・効果的に取組を続け、最終的には全国の大学等にお
いて希望する学生がアントレプレナーシップ教育を受講できる環境の実現が求められている

• 大学間のアントレプレナーシップ教育に係るネットワーク機能等を備えた全国プラットフォームの形成や全国プラッ
トフォームの持続的・自律的運用に向けた検討を進め、情報発信や事例・ノウハウの共有によってアントレプレナー
シップ醸成の裾野を我が国全体に拡大していくことが求められている

背景

本調査

テーマ

• アントレプレナーシップ教育の受講機会の拡大に向け、
特にアントレプレナーシップ教育にアクセスできてい
ない学生を含む全国規模プログラム受講機会の提供に
ついて

• 大学間のアントレプレナーシップ教育に係るネット
ワーク機能等を備えた全国プラットフォームの形成と
この持続的・自律的運用について

• 全国の学生に対してアントレプレナーシップ教育の認
知度を高める広報について

全国プラットフォーム構築による裾野拡大

• インキュベーション施設や民間企業・各種財団等との
連携により外部が行うアントレプレナーシップ教育の
活用による受講者の裾野拡大について

• アントレプレナーシップ醸成に係るネットワークの構
築について

エコシステムとの連携による受講者の裾野拡大1 2

全国プログラム試行から実証的に検証



✓ 昨年度調査業の検討内容を踏まえ、本年度はアントレプレナーシップ教育の推進に向け、更なる調査を実施した

本年度の調査目的

本年度調査の目的
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アントレプレナーシップ教育
に関するKPI検討

事業を通じた達成ゴールの絵姿を
整理してKPIを整理

アントレプレナーシップ教育
に関するグランドデザイン検討

今後に向けた論点整理を行い
参考事例を収集

現状の課題整理
全国大学の取り組み状況を
調査すると共に先行調査、

学生ベンチャーへのヒアリングを
通じて課題を整理する

時間

ア
ン
ト
レ
教
育
の
成
熟

アントレプレナーシップ
教育の目指す姿

昨年度の事業目的

◼ 昨年度はアントレ教育の目指す姿と現状を整理し、今後の
施策を検討することを目的とした

本年度の調査目的

◼ 今年度はアントレ教育の推進を向け、エコシステムとの連
携や全国プラットフォーム構築について検証をした

アントレプレナーシップ教育の推進

全国プラットフォーム
構築による裾野拡大

エコシステムとの連携
による受講者の裾野拡大

➢ インキュベーション施設
や民間企業等の外部機関
との連携

➢ ネットワークの構築

➢ アントレ教育事例の調査

➢ 全国規模でアントレ教育
の受講機会の創出

➢ ネットワーク機能を備え
た全国プラットフォーム
の形成・運営

➢ アントレ教育の認知拡大

全国プログラム試行から
実証的に検証



✓ エコシステムに関する論点と全国プログラムの試行を踏まえたプラットフォーム構築に関する論点に整理し、調査を実施した

調査・分析テーマを踏まえた項目

調査テーマを踏まえた調査項目
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具体的実施事項

アントレ教育の
受講機会拡大に

関する調査・分析

アントレ醸成を加速させる
広報方策の調査・分析

全国規模プログラムの設計
と試行

全国の学生等を対象としたプログラムの試行的実施

プログラム実施時の課題抽出・最適実施方法に関する検討

有識者と綿密連携した1,000名以上が実施可能なプログラム設計

教育効果の評価方法検討
プログラムの設計・運営に関する評価に関する検討

個々の受講者に対する教育効果の測定に関する検討

プラットフォーム
機能・運用 教職員間の意見交換・情報提供の場を設け、運用を検討

参画者の属性、教育ステージ備えるべき機能、持続的運用検討

プログラムの受講者確保に向けた広報、課題整理検討

受講者確保のための広報活動実施（SNS等）

情報発信、受講者募集ホームページ運営・運用の方策検討

全国プラット

フォーム構築に

よる裾野拡大

1

調査・分析テーマ

アントレ教育に
関する調査・分析

インキュベーション施設の
活用方法調査

国内外の大学が運用するインキュベーション施設を対象としてアントレ
醸成に資するインキュベーション施設の活用に関して調査

インキュベーション施設の機能・運用方法のアンケート等による詳細調査

民間企業等が実施する
アントレ教育プログラム調査

大学と民間企業等が連携したアントレ教育プログラムに関する調査

民間企業等に対する大学アントレ教育への期待・課題に関する調査

エコシステム

との連携による

受講者の裾野

拡大
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本調査報告書の構成

• 第1章では、アントレプレナーシップ教育の受講機会の拡大に向け、全国の学生を対象とし
た全国規模のプログラムの概要を示すとともに、プログラムの試行から導出される課題と示
唆を整理した上で、受講機会の創出、教職員間の連携、プログラムの開発・運営・評価に係
るそれぞれの今後の方向性についての提案の概要を示した。

【第1章】アントレプレナーシッ

プ人材の裾野拡大に向けた

プラットフォーム形成の在り方

【第2章】エコシステムとの連携

による受講者の裾野拡大：

インキュベーション施設の活用

方法調査

• 第2章では、国内外の大学および民間が運用するインキュベーション施設へのアンケート等
の調査結果を示すとともに、アントレプレナーシップ醸成に資するインキュベーション施設
の活用方法や機能等を整理した上で、エコシステムとの連携による受講者の裾野拡大につい
ての提案の概要を示した。

【第3章】エコシステムとの連携

による受講者の裾野拡大：

民間企業等が実施するアントレ

教育プログラム調査

• 第3章では、大学と民間企業等が連携したアントレプレナーシップ教育のプログラムの調査
結果を示すとともに、民間企業等に対する大学アントレ教育への期待・課題を整理した上で、
エコシステムとの連携による受講者の裾野拡大についての提案の概要を示した。
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【APPENDIX】

• APPENDIXでは本調査で実施した以下の６つの取組の内容をまとめた。

① プログラム実施概要 全国アントレプレナーシップ人材育成プログラムの概要を示した。

② 有識者委員会の概要
アントレ教育の裾野拡大に向け、ステークホルダーの参加促進とプログラムの教
育的価値の向上を検討するために開催した有識者委員会での協議内容をまとめた。

③ 教職員座談会の概要
アントレ教育の裾野拡大に向け、プログラム内容・運営、自大学への還元方法、
学生への認知拡大・裾野拡大の方法を検討するために開催した教職員座談会での
協議内容をまとめた。

④ 学生座談会の概要
プログラムを受講した学生からアントレプレナーシップ教育の裾野を拡大するた
めの方法を検討するために開催した学生座談会での協議内容をまとめた。

⑤ 学生向けアンケート実施概要
学生向けのプログラム申込時アンケート、プログラム終了後アンケートの調査結
果を示した。

⑥ 教職員向けアンケート実施概要
教職員向けのプログラム傍聴申込時アンケート、プログラム終了後アンケートの
調査結果を示した。

✓ 本調査報告書の全体構成は以下の通りである



【第1章】
アントレプレナーシップ人材の裾野拡大に向けた
プラットフォーム形成の在り方
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【第1節】
検討論点と調査概要
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✓ エコシステムに関する論点と全国プログラムの試行を踏まえたプラットフォーム構築に関する論点に整理し、調査を実施した

調査・分析テーマを踏まえた項目

調査テーマを踏まえた調査項目
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具体的実施事項調査・分析テーマ

アントレ教育の
受講機会拡大に

関する調査・分析

アントレ醸成を加速させる
広報方策の調査・分析

全国規模プログラムの設計
と試行

全国の学生等を対象としたプログラムの試行的実施

プログラム実施時の課題抽出・最適実施方法に関する検討

有識者と綿密連携した1,000名以上が実施可能なプログラム設計

教育効果の評価方法検討
プログラムの設計・運営に関する評価に関する検討

個々の受講者に対する教育効果の測定に関する検討

プラットフォーム
機能・運用 教職員間の意見交換・情報提供の場を設け、運用を検討

参画者の属性、教育ステージ備えるべき機能、持続的運用検討

プログラムの受講者確保に向けた広報、課題整理検討

受講者確保のための広報活動実施（SNS等）

情報発信、受講者募集ホームページ運営・運用の方策検討

全国プラット

フォーム構築に

よる裾野拡大

1

アントレ教育に
関する調査・分析

インキュベーション施設の
活用方法調査

国内外の大学が運用するインキュベーション施設を対象としてアントレ
醸成に資するインキュベーション施設の活用に関して調査

インキュベーション施設の機能・運用方法のアンケート等による詳細調査

民間企業等が実施する
アントレ教育プログラム調査

大学と民間企業等が連携したアントレ教育プログラムに関する調査

民間企業等に対する大学アントレ教育への期待・課題に関する調査

エコシステム

との連携による

受講者の裾野

拡大

2



✓ 昨年度の報告書にて整理を行った課題を踏まえ、検証すべき論点として「受講機会の創出」「各大学間の連携によるノウハウ

共有の促進」「全国規模で大人数に提供でき、教育効果の高いプログラムの開発と運営」「PDCAサイクルによる検証」が挙

げられる

アントレプレナーシップ教育の課題を踏まえた論点の整理

分類

アントレプレナーシップの醸成の現状の課題

学
内
の
リ
ソ
ー
ス
不
足

成果を生むた
めの仕組作り

✓ 学内・学外のステークホルダーを巻き込むため
に必要なアントレプレナーシップ教育の成果の
設計、成果の測定、成果を生み出す仕組の構築
のための事例や研究が十分に共有されていない

指導体制
の構築

✓ アントレプレナーシップ教育を指導できる人材
が不足している上に、教育者側の育成機会も不
足しているため、指導体制が構築されない

✓ 大学内の関連する教職員との連携、巻き込みが
不十分であるため、学生のキャリア開発やプロ
グラムの運営や開発、産学連携、アントレプレ
ナーシップ教育の研究に対する支援体制が整わ
ない

関連ステーク
ホルダーとの

連携

✓ 学内だけでは対応しきれないヒト・モノ・カネ
のリソースをカバーできるような外部(OBOG・
他大学・大企業・VC・自治体・スタートアップ
支援機関・エコシステムのコミュニティ等)との
連携が不足している

効果検証と
成功事例の横展開

✓ 他大学のユースケースを共有するための教職員
のネットワーク機能を持つプラットフォームが
欠如しており成功事例の横展開がされていない

✓ 教育効果やプログラムの内容や運営の改善を行
うPDCAサイクルが確立されていない

裾
野
が
広
が
ら
な
い

大学内での
体制整備

✓ 大学全体として、協力体制が整っておらず、
アントレプレナーシップ教育の体系的なプログ
ラムの開発、予算獲得、単位化が困難な状況で
あり、学生への受講機会が不足している

学生に対する
普及啓発

✓ 講義以外での普及啓発の取組みや情報発信の
機会が不足しており、認知・理解が浸透しない

社会全体
における認知

✓ 社会全体として、アントレプレナーシップ教育
の重要性・必要性の理解が不足している

受講機会の創出

現状の取組状況

1%
アントレ教育

受講率

アントレ教育
実施大学率

27%

ステージ毎の
アントレ教育
プログラムの

整備状況

全プログラム
のうち実践編

の割合
7%

アントレ教育の
年間予算

予算なし
35%

民間や他大学等
外部機関との

連携

ほとんどの
大学で不

十分

課題

全国規模で大人数に

提供でき、教育効果

の高いプログラムの

開発と運営

各大学間の連携に

よるノウハウ共有の

促進

PDCAサイクルに

よる検証

検討すべき論点

論点整理

分類

ステークホルダーの

参加促進

プログラムの

教育的価値の向上
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※ 令和2年度大学におけるアントレプレナーシップ教育に関する調査報告書の第1章(P.10及びP.12)



✓ 昨年度の調査報告書において、アントレプレナーシップ教育推進における課題を整理されている

アントレプレナーシップ教育推進における課題の整理（昨年度調査結果より抜粋）

現状の課題

効果検証と
成功事例横展開

4

成果を生むための
仕組の不足

アントレ教育後

動機付け・意識醸成

アントレプレナーシップの醸成 アントレプレナーシップの発揮

コンピテンシーの形成 社会実践

✓ 他大学の取り組みを知る機会の欠如
✓ 教育効果の可視化不足（各大学の取組を横展開するための取組評価指標及び有識者による第三者評価を行う継続的機会の設置）

アントレプレナーシップ教育

✓ コーディネート機能の未構築（動機付けから社会実践まで学べるプログラムの全体コーディネートが不足）

✓ 事務局機能の未構築（教員が指導に集中できる環境構築が不足）

✓ 教育プログラム及び共有の不足（成功事例の大学間の事例共有の場および動機付けから社会実践まで学べる場の整備が不足）

✓ アントレ研究に対する支援不足

ア
ン
ト
レ
教
育
の
リ
ソ
ー
ス
不
足

学
内
リ
ソ
ー
ス

学外リソース

受
講
者
の
裾
野
拡
大

大学内での
理解の促進

学生に対する
普及啓発

社会全体
における認知

1

2

✓ 大学全体としての理解・協力の不足（各学部や研究科での個別対応になっている）

✓ アントレ教育を指導できる人材の育成不足・実務家の採用不足

✓ 単位化/必須科目化等、学び促進不足

✓ 学内だけでは対応しきれないヒト・モノ・カネのリソースをカバーできるような外部（OBOG・他大学・大企業・
VC・自治体・スタートアップ支援機関等）との連携不足

✓ 各地に所在するエコシステムのコミュニティとの連携不足

✓ 講義以外の取組みや情報発信の不足
✓ 学生コミュニティとの連携不足
✓ 小中高との連携不足

✓ アントレ教育の重要性・必要性の理解不足

✓ 大学内の教育の巻込の不足

✓ 起業支援プログラムの不足

✓ 保護者における、学生の受講に対する理解不足

✓ キャリア開発等の教員の巻込不足

✓ 学術と実務双方を進める教員の育成不足

✓ 全大学共通プログラムの開発不足 ✓ 人事評価制度の未対応

ヒト

モノ

カネ ✓ アントレ教育のための予算獲得難

✓ 社会一般における理解不足
スタートアップだけではなく企業内でもイノベーションを創出する
人材の必要性

3 ✓ アントレ教育後のフェーズにおいての課題（右記記載）

✓ 仕組みの企画設計及び学内外
を巻込み取組む人材不足

✓ アントレ教育後の展開を見据
えたプログラムの未整備や外
部連携の未構築

成果を生むための
仕組の不足

3
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※ 令和2年度大学におけるアントレプレナーシップ教育に関する調査報告書の第1章(P.12)



■各専攻分野を通じて培う学士力
（中央教育審議会答申）
（1）知識・理解、（2）汎用的技能、（3）態度・志向性、
（4）統合的な学習経験と創造的思考力

■「生きる力、学びのその先へ」
（文科省 学習指導要領）
・学んだことを人生や社会に生かそうとする（学びに向かう力など）
・実際の社会や生活で生きて働く（知識及び技能）
・未知の状況にも対応できる（思考力、判断力、表現力）

■Education2030
「変革を起こす力のある
コンピテンシー」（OECD）
・新たな価値を創造する力
・対立やジレンマを克服する力
・責任ある行動をとる力

社会に存在する課題を自分事として捉える
課題の発見力や共感力を育むことを入口に、

不確実性の高い環境下でも自身の持つ資源を超えて機会を追求し未来創造や
課題解決に向けた行動を起こしていくための精神と態度を学ぶ場や機会を提供

未来創造や課題解決のために必要な汎用知識やスキルを
提供すると共に、それらを活用し、

実現に向けた仮説検証ができる場や機会を提供

研究成果の活用も含め、スタートアップやスモールビジネス、
地域特有課題の解決など、創造したい未来・解決したい課題に応じ、
実際に事業を進めていくにあたり必要な様々な専門知識や機会を提供

【目指す人材】
急激な社会環境の変化を受容し、新たな価値を生み出していく精神

（アントレプレナーシップ）を備えた人材の創出

アントレプレナーシップの醸成

アントレプレナーシップの発揮

コンピテンシーの形成段階

動機付け・意識醸成段階

アントレ教育に関わらず、
大学卒業までに

広く身に着けるべき能力

社会実践段階

【未来社会像】
多様な価値を認めウェルビーイングを達成するためのよりよい社会

一つの固定されたものではなく、常に考え続けていかなければならないもの

スタートアップ既存組織 スモールビジネス※
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※ スモールビジネスにはNPOなども含む
※ 令和2年度大学におけるアントレプレナーシップ教育に

関する調査報告書の第1章(P.9)

アントレプレナーシップ教育の全体像（昨年度調査結果より抜粋）



✓ アントレプレナーシップ教育の推進に向けて、昨年度の調査報告書の結果を踏まえて、検証すべき論点ごとに目指すべき姿を

整理した

アントレプレナーシップ教育推進に向けた目指すべき姿

受講機会の創出

全国規模で大人数に

提供でき、教育効果

の高いプログラムの

開発と運営

PDCAサイクルに

よる検証

検証すべき論点

各大学間の連携に

よるノウハウ共有の

促進

ステークホルダー

の参加促進

プログラムの

教育的価値の向上

分類 アントレ教育推進に向けた目指すべき姿

再設計
実施

企画
実施

評価・分析

・・・

現
状

大学内外におけるアントレ教育の

機運の醸成と学生が受講しやすい

環境整備を通じて裾野拡大を図る
多くの学生
に受講機会
の創出

大学全体が協力

学長等による全体方針の設定

制度対応

外部交流

起業家

学生コミュニティ

他大学と連携

教育ノウハウ・プログラム・指導人材共有

事務局

環境構築全体設計・企画調整
運
営

現
場

講師

教職員

指導体制の全体設計と企画調整・

運営を行う事務局を設置し、指導

人材の巻込みや、大学間連携を通

じた人材育成やプログラム共有等

で学内の指導体制を確立する

プログラムや

運営体制につ

いて、評価・

分析を実施

プログラムの企画や実施だけでは

なく、評価・分析を踏まえたプロ

グラムの再設計をし、実施という

好循環のサイクルを回す

プロモーション

自大学への

還元

アントレ

教育の

指導人材

の巻込み

・指導

人材育成
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※ 令和2年度大学におけるアントレプレナーシップ教育に関する調査報告書の第1章(P.14、P.15、P.19)



✓ アントレプレナーシップ教育の推進に向け、各論点の課題の解決のために5つの初期仮説(A)~(E)を整理した

検討論点と初期仮説の整理

昨年度検討した事項 今年度の初期仮説

大学内外におけるアントレ教育の

機運の醸成と学生が受講しやすい

環境整備が必要であり、特に受講

機会に恵まれていない地方の学生

に対して受講機会を創出する取組

が重要である

教育的価値の高いプログラムの

設計や内容について検討した上で

、そのプログラムの円滑な運営方

法を確立させることが重要である

プログラムの内容や運営に関する

評価分析を踏まえたプログラムの

再設計→実施という好循環サイク

ルを回し、持続的にプログラムを

改善する方法の確立が重要である

全国の学生を対象としてアントレ教育の認知・

関心を高めるための情報発信および受講意欲を

高めるための学生コミュニティの設計・運営

教育的価値の高いプログラムの開発

円滑かつ効率的な運営手法の確立

各大学の指導人材と支援人材を巻

込み、大学間の連携を促進させ、

不足しているリソースを補う仕組

みの構築が必要である

指導者の参加を促し、活発な交流を実現

プログラムの効果測定と改善方法の確立

受講機会の創出

検証すべき論点

各大学間の連携に

よるノウハウ共有の

促進

ステークホルダー

の参加促進

プログラムの

教育的価値の向上

分類

全国規模で大人数に

提供でき、教育効果

の高いプログラムの

開発と運営

PDCAサイクルに

よる検証

15

A

E

B

C

D



✓ 本事業では各論点について初期仮説を整理し、アントレプレナーシップ教育における目指すべきエコシステムの検証を行った

アントレプレナーシップ教育の目指すべきエコシステムにおける検証論点の全体像

16

学生

提
供
側

利
用
側

運営・企画

アントレ教育プラットフォーム

学生 学生

教育プログラム

効率的に受講者をプログラムに送りこむ

大学

運営

ノウハウ

受講
受講

受講

プログラムで得たノウハウを自大学に還元する方法

プログラムの効果検証

広報

指導

教職員

アントレプレナーシップ教育における目指すべきエコシステムの仮説

指導

教職員

指導者
コミュニティ

C

D

B E
学生

コミュニティ

A

調査・分析を通じ、具体化するべき論点

指導

教職員

初期仮説

全国の学生を対象とし

てアントレ教育の認知

・関心を高めるための

情報発信および受講意

欲を高めるための学生

コミュニティの設計・

運営

プログラムの効果測定

と改善方法の確立

A

E

受講機会の創出

PDCAサイクル

による検証

検証すべき論点

各大学間の連携

によるノウハウ

共有の促進

ステーク

ホルダーの

参加促進

プログラム

の教育的

価値の向上

分類

指導者の参加を促し、

活発な交流を実現

B

教育的価値の高いプロ

グラムの開発

円滑かつ効率的な運営

手法の確立

C

D

全国規模で大人

数に提供でき、

教育効果の高い

プログラムの

開発と運営

講師を積極的にプラットフォーム参画させる

ベン
チャー

起業

起業/連携



✓ 各論点の初期仮説について、検証内容と検証方法を整理した

検討内容と検証方法の整理

初期仮説

全国の学生を対象としてア

ントレ教育の認知・関心を

高めるための情報発信およ

び受講意欲を高めるための

学生コミュニティの設計・

運営

プログラムの効果測定と

改善方法の確立

A

E

受講機会

の創出

PDCAサ

イクルに

よる検証

検証すべき
論点

各大学間

の連携に

よるノウ

ハウ共有

の促進

ステー

クホル

ダーの

参加促

進

プログ

ラムの

教育的

価値の

向上

分類

指導者の参加を促し、活発

な交流を実現

B

教育的価値の高いプログラ

ムの開発

円滑かつ効率的な運営手法

の確立

C

D

全国規模

で大人数

に提供で

き、教育

効果の高

いプログ

ラムの開

発と運営

検証内容

学生の認知・関心の醸成が不足し

ている課題に対し、認知拡大・関

心醸成の方法について検証を行う

個々の学生への教育効果の測定方

法やプログラムの在り方の評価方

法について検証する

全国プログラムへの参加を促し、

オンライン上でのコミュニティ形

成や自大学へのプログラムの還元

の可能性に関する教職員の反応に

ついて検証を行う

アントレ教育の裾野拡大に資する

プログラムの開発及び各大学への

展開の可能性について検証する

オンライン形式のプログラムでの

効率的な運営方法や運営体制やオ

ンラインならではのインタラクテ

ィブな受講環境について検証する

検証方法

✓ 学生に対してアントレ教育の認知拡大及び関心醸成につな

げるためのプロモーションを実施した

✓ 全国プログラムの公式HPへの来訪者や申込者の分析を行い

、プロモーションの効果測定を実施した

✓ メールや説明会等を通して教職員の参加を促し、アンケー

トや座談会等を通して教職員の反応について検証した

✓ オンライン上でのコミュニティ形成や自大学へのプログラ

ムの還元の可能性について、座談会等を通して検証した

✓ アントレプレナーシップの醸成段階のプログラムを開発し

、学生に提供した上で、学生の活動状況やアンケートや座

談会等を通して学生と教職員の反応について検証した

✓ プログラムの内容や目的に応じて個々の学生の教育効果を

測定するために受講前後のアンケートを実施し、プログラ

ムの在り方を評価するために個々の学生への教育的効果や

座談会での反応等を通して検証した

アントレ教育の受講環境が未整備

である課題に対し、全国プログラ

ムを実施し、学生の反応を通して

検証を行う

✓ 学生の関心のあるテーマを取り上げ、当事者意識を醸成さ

せ、受講意欲を高めることができたか、学生向けのアンケ

ートや座談会等を通して検証した

✓ 全国プログラムに申し込んだ学生の参加動機について、ア

ンケート等を通して検証した

✓ オンライン形式のプログラムの運営で必要となるインフラ

整備及び学生へのフォローアップ体制を検証し、オンライ

ンならではのインタラクティブな学びにつなげるための工

夫について検証し、学生と教職員の反応について検証した
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✓ 本事業を通して検証した各論点の初期仮説の結果を踏まえて、それぞれの解釈を整理した

検討結果と解釈

18

検証結果

プログラム内容や目的に応じ

た評価方法の確立やオンライ

ンとオフラインのそれぞれの

良さを活かした連携が重要

全国から約100名の教職員が

本プログラムに参加したが、

教職員のコミュニティは活性

化されなかった

学生の満足度は高いが、学生

の当事者意識を醸成や各大学

への展開について検討が必要

オンライン形式の受講環境や

フォローアップ体制の整備、

グループワーク、学生間の

交流については検討が必要

検証結果の解釈

✓ アントレ教育の研究データを蓄積し、個々の学生の教育効果の

中長期的な測定を行うとともに、オンラインとオフラインのそ

れぞれの良さを活かすために、アントレ教育の教育フェーズに

合わせて各地域や各大学と連携していく必要がある

✓ 教職員のアントレ教育プログラムへの潜在的な関心は高い

✓ 教職員間の連携を促し、活性化させるためには、共通の目的下

における共同活動による連携促進や継続的な連携が取れるプラ

ットフォームの形成が必要である

✓ 汎用性の高いプログラムを開発すると同時に、 各地域特性を踏

まえたフィールドワーク等の設計や学生間の交流の活性化を通

して、学生の関心を高め、当事者意識を醸成させる必要がある

✓ 学生と教職員の双方にとって快適なオンラインプログラムの運

用方法を検討し、学生の疑問や不安を解消させ、学生間の交流

を活性化させ、インタラクティブな交流を促進する取り組みが

必要である

Webサイトには約2.4万人が

訪れ、定員1,050名の枠を超え

る約1,400名の申込があった

✓ 全国の学生がWebサイトに訪れプログラムに申し込んだことか

ら、全国的にアントレ教育への潜在的なニーズがあるといえる

✓ 学生の認知のきっかけは大学の媒体やWeb/SNS等が多く、

大学や学生コミュニティ等の巻き込みが重要であるといえる

受講終了後のアンケートでは

プログラムへの期待値は高か

ったが、認知が低いため具体

的なイメージが持てなかった

という意見が挙げられた

✓ 学生の関心を醸成させるためには、学生の心理的なハードルを

解消させ、受講のメリットの明確化、受講のインセンティブの

創出が必要である

✓ 地域のステークホルダーを巻き込み、学生の当事者意識を向上

させる実践的なフィールドワークを提供する必要がある

初期仮説

全国の学生を対象としてア

ントレ教育の認知・関心を

高めるための情報発信およ

び受講意欲を高めるための

学生コミュニティの設計・

運営

プログラムの効果測定と

改善方法の確立

A

E

受講機会

の創出

PDCAサ

イクルに

よる検証

検証すべき
論点

各大学間

の連携に

よるノウ

ハウ共有

の促進

ステー

クホル

ダーの

参加促

進

プログ

ラムの

教育的

価値の

向上

分類

指導者の参加を促し、活発

な交流を実現

B

教育的価値の高いプログラ

ムの開発

円滑かつ効率的な運営手法

の確立

C

D

全国規模

で大人数

に提供で

き、教育

効果の高

いプログ

ラムの開

発と運営



✓ 各論点の初期仮説における、学生、教職員、地域のステークホルダーごとの施策案について整理した

各論点のステークホルダーごとの施策案の整理
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学生（利用者）

✓ プログラムごとに設定され

たロールモデルに近づいた

か中長期的に教育効果を確

認する

ー

✓ エンドユーザーとしてプロ

グラム開発に関与する

✓ インタラクティブな交流に

よる学生間の相互学習を活

性化させる

✓ 当事者意識を持ち、自分の

関心事やキャリア等と関連

させ、受講の内発的動機付

けを喚起させる

✓ 学生間の口コミや友人や知

人への推奨等を通じて、プ

ログラムの認知拡大や関心

醸成を行う

教職員（提供者）

✓ アントレ教育の研究を促進

するデータプラットフォー

ムの活用と全国プログラム

との連携を強化する

✓ 共通の目的下における共同

活動に取り組む

✓ 交流の場として、オンライ

ンプラットフォームを活用

する

✓ 汎用性の高い全国プログラ

ムを地域ごとの特性を踏ま

えて各大学に還元する

✓ 学生へのフォローアップの

体制を構築するとともに、

円滑な運営体制構築のため

に教職員を巻き込む

✓ 地域と連携し、アントレ教

育を認知していない学生に

対してもプロモーションを

実施し、認知のきっかけを

創出する

✓ プログラムの本質的な提供

価値や受講のメリットを明

確にし、受講後の人材像に

ついて発信していく

地域（パートナー）

✓ アントレ教育の教育フェー

ズごとに全国プログラムと

連携をし、地域での広報や

実践の機会創出につなげる

✓ 地域や企業等と連携し、

産業界の視点を取り入れ、

教育産業の企業と連携し、

ノウハウを蓄積することで

有効な学びの場を創出する

✓ 地域課題等に関するフィー

ルドワーク等の実践の機会

を提供する

✓ 地域や企業等が事務局機能

を担い、学生にとって効果

的なプログラム運営を行う

✓ メディア等と連携し、認知

を拡大させる

✓ 自治体や企業等が参画し、

地域課題や企業課題等に取

り組む実践的なフィールド

ワーク等の機会を創出し、

学生の関心を惹きつける

ステークホルダーごとの施策案
初期仮説

全国の学生を対象としてア

ントレ教育の認知・関心を

高めるための情報発信およ

び受講意欲を高めるための

学生コミュニティの設計・

運営

プログラムの効果測定と

改善方法の確立

A

E

受講機会

の創出

PDCAサ

イクルに

よる検証

検証すべき
論点

各大学間

の連携に

よるノウ

ハウ共有

の促進

ステー

クホル

ダーの

参加促

進

プログ

ラムの

教育的

価値の

向上

分類

指導者の参加を促し、活発

な交流を実現

B

教育的価値の高いプログラ

ムの開発

円滑かつ効率的な運営手法

の確立

C

D

全国規模

で大人数

に提供で

き、教育

効果の高

いプログ

ラムの開

発と運営



✓ アントレプレナーシップ教育の裾野拡大における、学生の受講機会の拡大には、学生の認知のきっかけの創出やアントレプレ

ナーシップ教育を自分事に捉えさせるような関心の醸成とステークホルダーの巻き込みが重要となる

現状と目指す姿【A-2】(A) 受講機会の創出
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学生にとってアントレ教育の認知につながるような機会が少なく、
関心の醸成の工夫やステークホルダーの巻き込みが十分でない

認知のきっかけの機会を創出し、アントレ教育を自分事に捉えさせる
工夫とステークホルダーの巻き込みにより受講機会の拡大を図る

今
後
の
方
向
性

②関心が醸成
されていない

受講機会が少ない

③大学の講義以外の情報発信
の取組は不足している

大学

現状 目指す姿

大学① 学生の興味関心を惹きつけ、アントレプレナーシップ教育の認知のきっかけの創出が必要
② アントレプレナーシップ教育を自分事に捉えさせ、当事者意識を醸成させるための工夫が必要
③ 学生の参加の動機付けにつなげるために、多種多様なステークホルダーの巻き込みが必要

各大学

③ ステークホルダーとの連携による下記のような機会の創出が必要
✓ 自治体：社会課題解決の関心層の巻き込み、実践の機会の創出
✓ 民間企業：企業課題解決の関心層の巻き込み、 実践の機会の創出

ステー

クホル

ダー

大学

企業

地域

など

アントレ教育の認知

が広まっていない

アントレ教育

受講率：約1％

認知拡大と関心醸成を

するためには実践の機

会の創出が重要であり

、ステークホルダーと

の連携が必要

認
知
不
足

関
心
未
醸
成

受講後の人材像が

不明確

①知る機会が
少ない

アントレプレナーシップ

②関心を醸成

受講機会を拡大

③ステーク
ホルダーを
巻き込む

学生の関心のある

テーマ、内容を訴求 認知拡大と関心

醸成を促進するた

めに、ステークホ

ルダーを巻き込み

実践の機会を創出

する

受講後の人材像の

明確化

①知る機会を
創出

SDGs 地域課題 就活 交流

認
知
拡
大

関
心
醸
成



✓ アントレプレナーシップ教育の裾野拡大に向けた、教職員間の連携には、教職員プラットフォームの構築と、教職員の学びの

場の創出やステークホルダーとの連携による教職員コミュニティの形成が重要である

現状と目指す姿【B-2】
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現状 目指す姿

今
後
の
方
向
性

大学① 教職員間の連携を強化するために、教職員が交流し合える場としてオンラインプラットフォームを構築
② 教職員にとっての学びの場を創出させるためにコミュニティの形成
③ 様々なステークホルダーとの連携によるノウハウの蓄積、教職員の参加の動機付け

各大学

③ 下記のようなステークホルダーと連携し、持続性のある有効な学びの場を創出する
✓ 自治体：地域の社会課題の観点を取り入れるために、教職員コミュニティと連携
✓ 民間企業：地域ごとの特性を踏まえたビジネスの観点を取り入れるために、教職員コミュニティと連携

ステー

クホル

ダー

(B) 教職員間の連携

学生

②成果を上げる
仕組み作りが必要

アントレ教育のプログラムが不足
プログラムの運営ノウハウが不足
教育効果の測定ノウハウが不足

成果が上がらない

アントレ教育の指導者が不足
育成者や協力者も不足
大学内外での連携が未整備
プロジェクト予算が不足大学 教職員

①大学のリソース
不足の課題が深刻

③地域との連携が
不足している

大学のリソース不足により、学生に対して十分なアントレ教育の受講
の機会を創出することができておらず、大学間・地域との連携が必要

学生

②教職員にとって
の学びの場の創出

学生だけでなく、教職員にとって
もアントレ教育を学べる場の創出

教職員コミュニティの形成

大学内外の連携を強化するた
めに、教職員のプラット
フォームを構築し、アントレ
教育の教育体制の整備を図る大学 教職員

①教職員プラット
フォームを構築

③様々なステーク
ホルダーとの連携

教職員間の連携を促進するために、教職員のプラットフォームを構築し、
アントレ教育を学べる場を創出するためにコミュニティの形成が重要である

研修 勉強会 報告会
大学

企業

地域

など

大学

企業

地域



✓ アントレプレナーシップ教育の裾野拡大における、プログラムの開発には、汎用性の高い全国プログラムの開発、地域特性を

踏まえたプログラムの活用、学生の関心醸成につながるステークホルダーを巻き込んだプログラム開発が重要である

現状と目指す姿【C-2】

22

(C) プログラムの開発

現状 目指す姿

②各地域、大学
でプログラムを
活用

今
後
の
方
向
性

大学① アントレ教育の初期フェーズ（動機付け・意識醸成段階、コンピテンシーの形成段階）においては、汎用性の高い全国プログラ
ムを開発し、全国の学生に展開

② アントレ教育の実践フェーズ（社会実践段階）においては、全国プログラムを各地域や各大学にて活用
③ 地域のステークホルダーを巻き込み、フィールドワーク等の実践の機会を創出

各大学

③ 下記のようなステークホルダーと連携し、学生の関心を醸成させる
✓ 自治体：社会課題解決につながるフィールドワーク等の創出
✓ 民間企業：企業課題解決につながる実践の機会の創出

ステー

クホル

ダー

①アントレ
教育のプロ
グラムが全
体的に不足

②プログラム開発における
学内での連携がされていない

③各地域のステーク
ホルダーとの連携

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
不
足

連
携
の
不
足

…
A学部
教員

職員 学長

全
国
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

開
発
・
実
施

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
連
携

アントレ教育のプログラムが全体的に不足している背景には、大学内での
連携や大学間での連携がされていない点が挙げられる

汎用性の高い全国プログラムを開発し、全国の学生に展開するとともに、
各地域、大学での活用やステークホルダーの巻き込みが重要である

アントレ教育
実施大学率

27%

ステージ毎の
アントレ教育
プログラムの

整備状況

全プログラム
のうち実践編

の割合
7%

③大学間での連携がされて
いない

自治体

企業

実践の機会の
創出により

学生の関心醸成

B学部
教員

全国の学生

①汎用性の高
いオンライン
プログラムを
開発し、全国
の学生に展開

学生

全国プログラムの開発
アントレ教育の導入部分の

パッケージ化



✓ アントレプレナーシップ教育の裾野拡大における、プログラムの運営には、円滑な運営体制の構築と、学生の疑問や不安を解

消するフォローアップ体制の整備と、学生のコミュニティの活性化させる運営方法の確立が重要である

現状と目指す姿【D-2】
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(D) プログラムの運営

現状 目指す姿

今
後
の
方
向
性

① 講義やグループワークにおいて円滑かつ効率的な運営ができるような体制を整備
② 各地域や各大学の教職員等を巻き込み、学生の疑問や不安を解消するためのフォローアップ体制を整備
③ 学生のコミュニティの活性化を促し、学生間の交流を活性化させ、相互学習を促進させる運営体制を整備

各大学

② ③ 下記のようなステークホルダーを巻き込み、学生にとって効果的なプログラムの運営を実現
✓ TA：教職員がフォローしきれない領域について、学生へのフォローを実施
✓ 事務局：オンラインプラットフォームの環境整備や学生コミュニティの形成を支援し、活発な交流・相互学習を促進
✓ 民間企業：学生コミュニティの活性化に関するノウハウの提供

ステー

クホル

ダー

アントレ教育のプログラムを円滑に実施する運営体制やフォローアップの
体制が整っておらず、学生への効果的な学習の提供が困難な状況である

講義やグループワークを円滑に運営し、学生の疑問や不安を解消するための
フォローアップ体制を整備し、学生のコミュニティの活性化を促す運営が必要

学生への教育効果を高めるためのオンラインならではの
インタラクティブな交流を促進させる運営方法が未確立

大学リソースの不足

サポーターの不足

事務局の不足

マニュアル整備 アナウンスメント

学生間交流の
促進のノウハウ

インフラ整備

運
営
体
制
の
未
整
備

運
営
方
法
の
未
確
立

①円滑な講義の体制が未整備 ②フォローアップの体制が未整備

③学生に効果的な学習を与える運営方法が未確立

運
営
体
制
の
整
備

効
果
的
な
運
営
方
法
の
確
立

①円滑な運営体制の構築

③学生のコミュニティの
活性化を促す運営

問合せ、
トラブル

シューティング

アナウンス
メント

交流促進の
ノウハウ

マニュアル
整備

講義外
説明会

インフラ
整備

講義内

②フォローアップ体制の整備

教職員の巻き込み

TAの組織化

事務局の機能強化

学生間の交流・学び

講義外

講義・グループワーク



✓ アントレプレナーシップ教育の裾野拡大における、プログラムの評価には、プログラムの評価には、教育効果の測定の観点で

は、アントレ教育の研究の促進や教育効果の指標の測定及び中長期的な観測、一方でアントレ教育の裾野拡大の観点では、教

育フェーズごとに全国プログラムと各大学が互いに補い合う座組の取組みが重要である

現状と目指す姿【E-2】
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現状 目指す姿

今
後
の
方
向
性

① 教職員の研究成果を研究者がアクセス可能なデータベースに蓄積し、共有することにより、アントレ教育の学術研究を促進
② 学生のロールモデルを提示した上で、教育効果の測定指標を設定し、指標に関する中長期的な測定を実施
③ 全国プログラムとの連携を強化し、教育フェーズごとに互いに補い合う座組の取組みを促進

各大学

③ 下記のようなステークホルダーを巻き込み、オンラインとオフラインが補完するような評価体制を提供
✓ 大学：オフライン環境において全国プログラムの広報を実施し、学生の身近な存在としてのフォローアップを実施
✓ 企業、自治体：実践的なフィールドワークの場を提供し、

ステー

クホル

ダー

(E) プログラムの評価

アントレ教育に関する
研究者が不足しており、
その上で大学間・教職
員間での連携も不足し
ている

個々の学生の教育効果の
評価が十分にできていない

大学のリソース不足と大学間の連携
不足により、整備できていない

地域を巻き込んだ実践の機会の創出
が不十分

③ 下記のようなステークホルダーを巻き込み、教育フェーズごとに補完し合う形を検討することでプログラムの在り方を実現
✓ 自治体：アントレプレナーシップ醸成の段階では全国プログラムをサポートし、アントレプレナーシップ発揮の段階では各大

学と連携し実践的なフィールドワークの場を提供する
✓ 民間企業：アントレプレナーシップ醸成の段階では全国プログラムをサポートし、アントレプレナーシップ発揮の段階では各

大学と連携し実践的なフィールドワークの場を提供する

ステー

クホル

ダー

①アントレ教育の
研究が不足

アントレ教育の研究が不足しており、個々の学生の教育効果の測定が十分
にできておらず、プログラムの在り方の検討も不十分な状況である

ロールモデルの設定等を通した個々の学生の教育効果の測定方法の確立や
教育フェーズごとに全国プログラムと各大学が補い合う座組の取組みが重要

アントレプレナーシップ醸成 アントレプレナーシップ発揮

②個々の学生
のアントレ教
育の教育効果
が十分に測定
できていない

③大学のリソース不足、大学や地域との連携不足に
よりアントレ教育の整備が行き届いていない

個
々
の
学
生
の
教
育

効
果
測
定
の
確
立

ア
ン
ト
レ
教
育
の
裾
野
拡
大
に

お
け
る
全
国
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

あ
り
方
の
評
価
と
検
証

アントレプレナーシップ醸成 アントレプレナーシップ発揮

受講者アンケート結果
などを匿名化したデータ
を蓄積

論文量産

①アントレ教育の研究の促進

学生

②ロールモデルに基づく教育
効果の指標の設定及び中長期
的な観測

③教育フェーズごとに全国プログラムと各大学が
互いに補い合う座組の取組みの検証および促進

メイン

全国プログラ
ムにて学生の
意識醸成

全国プログラム
のサポート

大学 企業

グループ
ワーク

フィールド
ワーク

全国プログラムのプラッ
トフォームを通して、ス
テークホルダーと連携

メイン

サポート サポート

ロールモデル

データベース

ア
ン
ト
レ
教
育
の
裾
野
拡
大
に

お
け
る
全
国
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

あ
り
方
の
評
価
の
未
確
立

個
々
の
学
生
の
教
育

効
果
測
定
の
未
確
立



✓ 本事業の検証結果や施策案を踏まえ、アントレプレナーシップの醸成・発揮に向けた基本的な考え方、課題、対策、取組を整

理した

アントレプレナーシップ教育の教育フェーズごとの課題と対策と取組の整理
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課題

対策

取組

アントレプレナーシップの醸成 アントレプレナーシップの発揮

アントレプレナーシップ教育

✓ アントレ教育に対する学生の認知・関心が不足しており、アントレ教

育の受講につながっていない

✓ 大学のリソース不足により、プログラムの開発や運営や効果測定等の

実施体制が整っていない

✓ 学生への広報やフォローアップにおいて、地域のステークホルダーと

の連携が十分にできていない

✓ プログラムで得られる便益や受講後の人材像が不明確である

ため、動機付けにつながらず、当事者意識の醸成がされず継

続的な学習が実現しない

✓ ステークホルダーとの連携が不十分であることから、フィー

ルドワーク等の社会実践の機会が不足している

✓ アントレ教育への一定の需要があることから、学生への認知拡大・関

心醸成を促進するプロモーションが必要である

✓ 受講環境や実施体制を整備するために、プラットフォームの構築する

必要がある

✓ プロモーションや実施体制の整備を推進するために、地域のステーク

ホルダーとの連携が必要である

◼ プロモーション

• Webプロモーション

• 大学の媒体によるプロモーション

• 学生間の口コミや推奨

◼ 実施体制の整備

• 学生コミュニティを活性化させる仕掛けの実施

• 教職員間の連携を促進する教職員コミュニティの形成

• 自治体や民間企業との連携による学生の関心の醸成

✓ プログラムの目的に合わせてアントレ教育の本質的な価値や

ロールモデルを明確に伝えるとともに、中長期的に教育効果

を測定する必要がある

✓ オンラインプログラムと連携し、オフラインにて地域ごとの

特性を踏まえたフィールドワーク等の実践の機会の創出が必

要である

◼ アントレ教育のゴール設計

• プログラムの目的に応じたロールモデルの設定

• アントレ教育の効果測定の研究の促進

• 個々の学生の教育効果の測定の中長期的な観測

◼ 実践の機会の創出

• 地域特性を踏まえたプログラムの活用

• 自治体、民間企業等のステークホルダーと連携したフィー

ルドワークの実施

動機付け・意識醸成 コンピテンシーの形成 社会実践

基本的な
考え方

✓ 全国の学生に受講機会を創出するために、オンラインを主とした大人

数が受講可能なプログラムを開発し、学生や教職員が交流できるプラ

ットフォームを構築し、アントレプレナーシップの醸成を図る

✓ オンラインでは創出しづらい実践の機会については、各地域

や各大学や各種ステークホルダーと連携し、アントレプレナ

ーシップの発揮を図る



【第2節】 (A) 受講機会の創出に関する検討
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✓ 本節では(A)受講機会の創出の論点の初期仮説を検証し、アントレプレナーシップ教育における目指すべきエコシステムの検

証を行う

本節の検証論点【A-1】
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学生

提
供
側

利
用
側

運営・企画

アントレ教育プラットフォーム

学生 学生

教育プログラム

効率的に受講者をプログラムに送りこむ

大学

運営

ノウハウ

受講
受講

受講

プログラムで得たノウハウを自大学に還元する方法

プログラムの効果検証

広報

指導

教職員

アントレプレナーシップ教育における目指すべきエコシステムの仮説

指導

教職員

指導者
コミュニティ

C

D

B E
学生

コミュニティ

A

調査・分析を通じ、具体化するべき論点

指導

教職員

初期仮説

全国の学生を対象とし

てアントレ教育の認知

・関心を高めるための

情報発信および受講意

欲を高めるための学生

コミュニティの設計・

運営

プログラムの効果測定

と改善方法の確立

A

E

受講機会の創出

PDCAサイクル

による検証

検証すべき論点

各大学間の連携

によるノウハウ

共有の促進

ステーク

ホルダーの

参加促進

プログラム

の教育的

価値の向上

分類

指導者の参加を促し、

活発な交流を実現

B

教育的価値の高いプロ

グラムの開発

円滑かつ効率的な運営

手法の確立

C

D

全国規模で大人

数に提供でき、

教育効果の高い

プログラムの

開発と運営

講師を積極的にプラットフォーム参画させる

ベン
チャー

起業

起業/連携

(A) 受講機会の創出



✓ アントレプレナーシップ教育の裾野拡大における、学生の受講機会の拡大には、学生の認知のきっかけの創出やアントレプレ

ナーシップ教育を自分事に捉えさせるような関心の醸成とステークホルダーの巻き込みが重要となる

現状と目指す姿【A-2】(A) 受講機会の創出
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学生にとってアントレ教育の認知につながるような機会が少なく、
関心の醸成の工夫やステークホルダーの巻き込みが十分でない

認知のきっかけの機会を創出し、アントレ教育を自分事に捉えさせる
工夫とステークホルダーの巻き込みにより受講機会の拡大を図る

今
後
の
方
向
性

②関心が醸成
されていない

受講機会が少ない

③大学の講義以外の情報発信
の取組は不足している

大学

現状 目指す姿

大学① 学生の興味関心を惹きつけ、アントレプレナーシップ教育の認知のきっかけの創出が必要
② アントレプレナーシップ教育を自分事に捉えさせ、当事者意識を醸成させるための工夫が必要
③ 学生の参加の動機付けにつなげるために、多種多様なステークホルダーの巻き込みが必要

各大学

③ ステークホルダーとの連携による下記のような機会の創出が必要
✓ 自治体：社会課題解決の関心層の巻き込み、実践の機会の創出
✓ 民間企業：企業課題解決の関心層の巻き込み、 実践の機会の創出

ステー

クホル

ダー

大学

企業

地域

など

アントレ教育の認知

が広まっていない

アントレ教育

受講率：約1％

認知拡大と関心醸成を

するためには実践の機

会の創出が重要であり

、ステークホルダーと

の連携が必要

認
知
不
足

関
心
未
醸
成

受講後の人材像が

不明確

①知る機会が
少ない

アントレプレナーシップ

②関心を醸成

受講機会を拡大

③ステーク
ホルダーを
巻き込む

学生の関心のある

テーマ、内容を訴求 認知拡大と関心

醸成を促進するた

めに、ステークホ

ルダーを巻き込み

実践の機会を創出

する

受講後の人材像の

明確化

①知る機会を
創出

SDGs 地域課題 就活 交流

認
知
拡
大

関
心
醸
成



✓ アントレ教育の裾野拡大における、(A)受講機会の創出の課題に対して、認知拡大として「潜在的なニーズの規模」と「有効

に学生へ訴求する手法」、関心醸成として「参加の動機」と「学生の関心のあるテーマ」をそれぞれ検証する

課題と検証内容【A-3】

検証すべき事項 検証内容アントレ教育の課題

昨年度の調査結果 今年度の調査内容

(A) 受講機会の創出

✓ アントレ教

育の裾野拡

大に向けて

、アントレ

教育に対す

る学生の潜

在的なニー

ズを把握し

、認知を広

げる学生へ

の訴求が必

要である

✓ アントレ教

育の受講を

促すために

、学生の関

心を醸成さ

せる情報発

信を検討す

る必要があ

る

受講

機会の

創出

✓ アントレ教育のニーズがあ

る学生は全国的にどれぐら

いの規模があるかを検証す

べきである

✓ どのような学生が関心を持

ち、アントレ教育に対して

どのような動機（モチベー

ション）を持って参加した

のか検証すべきである

✓ 学生のアントレ教育に対す

る認識を踏まえた上で、学

生の関心のあるテーマがど

のようなものかを検証すべ

きである

✓ 学生のアントレ教育受講率

は1％程度であり、受講者

が限られている

✓ 学生のアントレ教育の認知

が不足しており、受講者の

裾野拡大が広がらない

✓ その背景として、社会全体

としてのアントレ教育に対

する重要性・必要性の理解

の不足が挙げられる

✓ 学生に対する普及啓発にお

いては、講義以外の取組や

情報発信の不足、学生コミ

ュニティとの連携不足等が

挙げられている

受講

機会が

創出

されて

いない

✓ アントレ教育の裾野拡大に

向けた、学生に対する有効

な認知拡大の訴求の方法に

ついて検証すべきである

アントレ教育の認知

不足という課題に対

して、アントレ教育

の「潜在的なニーズ

の規模」と「有効に

学生へ訴求する手法

」について検証する

アントレ教育に対す

る学生の関心を醸成

させるために、アン

トレ教育のプログラ

ムへの学生の「参加

の動機」や「学生の

関心のあるテーマ」

について検証する

② アントレ教育の

関心醸成

① アントレ教育の

認知拡大
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✓ アントレ教育の認知拡大の検討項目である、潜在的なニーズの規模と有効に学生へ訴求する手法について実証的に検証した

✓ アントレ教育のニーズのポテンシャルやステークホルダーの巻き込みについて解釈・考察を整理した

検証結果と解釈・考察①【A-4】

検証結果

✓ 本プログラムのWebサイトへの訪問者数は
約2.4万人であり、全国的にアントレ教育へ
の潜在的なニーズがあるといえる【A-10】

✓ 全国の学生に対する訴求を通して、全国各
地からWebサイトに学生が訪れた【A-10】

✓ 定員1,050名の枠を越える約1,400名の申込
があった【A-10】

検証方法検証項目

アントレ教育に対する潜在的なニーズの規模

✓ リソースが不足している各大学
の状況を踏まえると、学生に
とって身近な各種SNSを用いた
オンラインプロモーションは有
効であるといえ、認知の拡大に
おいては重要な手法といえる

✓ アントレ教育の認知拡大におい
て、大学のプロモーションの影
響力は大きく、認知拡大を推進
していく上で大学との連携は不
可欠であると考えられる

ステークホルダーの巻き込み

✓ アントレ教育の受講経験がない学生
においても、アントレ教育に対する
ニーズが存在している

✓ 潜在的なニーズを持つ学生に対して、
継続的にアントレ教育の訴求を行う
べきと考えられる

アントレ教育のニーズのポテンシャル

解釈・考察

(A) 受講機会の創出

アントレ教育に潜在的

なニーズを持つ学生を

把握するために、アン

トレプレナーシップに

関連する検索動向につ

いて調査を行う

有効に学生へ訴求する手法

✓ 本プログラムを知ったきっかけとして
最も多かったのが、約63%の学生が回
答した「大学の媒体」である【A-11】

✓ 本プログラムを知ったとして、2番目に
多かったのは「Web/SNS」であった
【A-12】

✓ 大学からの連絡を通じてプログラムの
存在を知った学生は多いが、学生座談
会ではオリエンテーションやシラバス
への掲載等の要望が挙がった【A-11】

実証的に全国の大学生

に対してアントレ教育

の認知拡大につなげる

ための各種プロモーシ

ョンを実施し、複数の

大学に学内の学生に対

するプロモーションの

協力依頼を行った

それらのプロモーショ

ンを通して、全国プロ

グラムのWebサイトへ

の来訪者や申込者の分

析を行い、有効に学生

へ訴求する手法につい

て検証する

✓ 学生同士の推奨の動機として、新しい
体験やプログラムでの学びや学生間の
交流等が挙がり、阻害要因として紹介
先不在等が挙がった【A-13, A-14】

✓ 学生間でアントレ教育の推奨を
広めるためには、学生コミュニ
ティの巻き込みが重要である
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✓ 今年度の検証結果から得られた解釈・考察に基づき、受講機会の創出におけるアントレ教育の認知拡大に向けた今後の情報発

信施策の方向性を整理した

今後の方向性①【A-5】

今後の方向性（提案）

✓ 学生の多様なニーズを踏まえたプロモーションや

コミュニケーションは各地域や各大学と連携して

いく必要があると考えられる

✓ 学生のコミュニティを巻き込んだプロモーション

を検討すべきである

検証項目 解釈・考察

(A) 受講機会の創出

潜
在
的
な
ニ
ー
ズ
の

掘
り
起
こ
し

学
生
の
認
知
を
拡
大
さ
せ
る
有
効
な
訴
求
方
法

学
生
像
の
明
確
化

非
認
知
層
の

学
生
へ
の
訴
求

✓ リソースが不足している各大学
の状況を踏まえると、学生に
とって身近な各種SNSを用いた
オンラインプロモーションは有
効であるといえ、認知の拡大に
おいては重要な手法といえる

✓ アントレ教育の認知拡大におい
て、大学のプロモーションの影
響力は大きく、認知拡大を推進
していく上で大学との連携は不
可欠であると考えられる

ステークホルダーの巻き込み

✓ アントレ教育の受講経験がない学生
においても、アントレ教育に対する
ニーズが存在している

✓ 潜在的なニーズを持つ学生に対して、
継続的にアントレ教育の訴求を行う
べきと考えられる

アントレ教育のニーズのポテンシャル

✓ 学生間でアントレ教育の推奨を
広めるためには、学生コミュニ
ティの巻き込みが重要である

✓ 全国の学生にアントレ教育のニーズが一定認めら
れることから、アントレ教育を認知していない学
生に対しても、認知のきっかけを創出するために、
プロモーションを実施し、アントレ教育の認知の
醸成を図るべきだと考えられる

✓ アントレ教育のターゲットとなる学生像を明確化
して発信することによって、効率的な認知の拡大
ができると考えられる

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の
連
携
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✓ アントレ教育の関心醸成の検討項目である、参加の動機と学生の関心のあるテーマについて実証的に検証した

✓ 心理的なハードルの解消とインセンティブの創出・明確化について解釈・考察を整理した

検証結果と解釈・考察② 【A-6】

検証項目

(A) 受講機会の創出

検証方法

学生の関心のあるテ

ーマを取り上げ、当

事者意識を醸成させ

、受講意欲を高める

ことができたか、学

生向けのアンケート

や座談会等を通して

検証する

また、プログラムに

申し込んだ学生の参

加の動機について分

析を行い、どのよう

な学生がアントレ教

育のプログラムに対

してどのような動機

を持って参加したの

かを検証する

② アント

レ教育の

関心醸成

検証結果

✓ 起業に関心を持って参加した学生よりも、
起業に関心を持たない学生の方が多く参
加した結果となった【A-15】

✓ SDGsや就職活動や他大学の学生との繋
がりを求めて申し込みをした学生が一定
数あった【A-15】

学生のプログラム参加の動機

有効な関心醸成の訴求内容

✓ 本プログラムに申し込んだ学生の約
83%は高い期待を示しており、その中
でも「アントレ教育」に関心を持ってい
る学生が多かった【A-16】

✓ 2番目に期待していた理由としては、
「新しい機会」が多かった【A-16】

✓ 本プログラムの期待値が低い理由として、
認知が低いことやプログラムの内容やメ
リットのイメージが持てないという意見
が挙げられた【A-17】

✓ 学生からアントレ教育のプログラムへの
参加を促すインセンティブを明確に訴求
すべきと意見が出た【A-16】

✓ 学生の関心を醸成させ、アントレプレナー
シップに関する理解を促進させるために、
アントレ教育のプログラムの提供価値を学
生に伝わりやすい形で発信する必要がある

✓ アントレ教育が掲げる未来社会像を踏まえ
て、本質的にどのような学生を育てていく
べきかについて、検証をする必要がある

✓ 具体的な受講のイメージ、同年代の学生の
存在を伝えることで心理的なハードルを下
げることができる

心理的なハードルの解消

解釈・考察

✓ アントレ教育のプログラムへの参加を促す

ためには、学生が当事者意識を持つような

工夫が必要であると考えられる

✓ 地域等と連携し学生にとって身近なテーマ

を扱うことで、学生の自分事としての関心

を高める

✓ 自大学ではあまり提供されていない内容や

機会が得られることや、普段出会うことが

できない起業家や全国の様々な状況にある

学生と交流できる等、インセンティブを明

確に示す必要があると考えられる

インセンティブの創出・明確化
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✓ 今年度の検証結果から得られた解釈・考察に基づき、受講機会の創出におけるアントレ教育の関心醸成に向けた今後の情報発

信施策の方向性を整理した

今後の方向性②【A-7】

今後の方向性（提案）検証項目

(A) 受講機会の創出

② アント

レ教育の

関心醸成

関
心
醸
成
の
方
向
性

諸
外
国
の

モ
デ
ル
踏
襲

プ
ロ
グ
ラ
ム
の

提
供
価
値
の
発
信

✓ 単なるプロモーションの手法の議論だけではな
く、アントレ教育の普遍的かつ本質的な提供価
値を明確にし、ターゲットとなる学生に対して
発信していくべきであり、今後検討をしていく
必要があると考えられる

✓ 諸外国のアントレ教育の事例を参考にし、ター
ゲットとなる学生像に応じて関心醸成を促すモ
デルを探索していく必要があると考えられる

学
生
自
身
と
の

関
係
性
の
認
識
促
進

✓ アントレ教育を自分事に捉えさせるための有効
な手法として、アントレ教育のプログラムを学
生自身との関係性を認識させる方法がある

✓ 自分自身とプログラムの関係性を認識させるた
めに、プログラムの受講を通じて自己理解を促
す取組やサポートが必要であると考えられる

学
生
の
当
事
者
意
識
の
醸
成

ス
テ
ー
ク
ホ
ル

ダ
ー
と
の
連
携

✓ 学生コミュニティや起業家コミュニティとの交
流機会の創出やステークホルダーと連携し、地
域課題や企業課題等に取り組むフィールドワー
ク等の機会の創出等、アントレ教育の関心醸成
においては学生への具体的なインセンティブ創
出が重要である
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✓ 学生の関心を醸成させ、アントレプレナー
シップに関する理解を促進させるために、
アントレ教育のプログラムの提供価値を学
生に伝わりやすい形で発信する必要がある

✓ アントレ教育が掲げる未来社会像を踏まえ
て、本質的にどのような学生を育てていく
べきかについて、検証をする必要がある

✓ 具体的な受講のイメージ、同年代の学生の
存在を伝えることで心理的なハードルを下
げることができる

心理的なハードルの解消

解釈・考察

✓ アントレ教育のプログラムへの参加を促す

ためには、学生が当事者意識を持つような

工夫が必要であると考えられる

✓ 地域等と連携し学生にとって身近なテーマ

を扱うことで、学生の自分事としての関心

を高める

✓ 自大学ではあまり提供されていない内容や

機会が得られることや、普段出会うことが

できない起業家や全国の様々な状況にある

学生と交流できる等、インセンティブを明

確に示す必要があると考えられる

インセンティブの創出・明確化



プロモーション概要【A-8】

✓ 学生に対するアントレプレナーシップ教育の認知が低いという課題に対して、各ターゲットに対して全国プログラムのプロ

モーションを実施し、有効な広報手法の検証を行うとともにアントレプレナーシップ教育の裾野拡大を図った

(A) 受講機会の創出

全国プログラムのプロモーション概要
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目的

✓ 学生に対するアントレプレナーシップ教育への認知が低い課題に対して、全国プログラムの周知を通して、
アントレプレナーシップ教員の裾野を拡大させるための広報を試行する

✓ 教職員や大学から学生に対する広報として講義中のアナウンスやメール配信、ポスター掲載等を行うとと
もに、広く周知を促すためにSNS等を用いたWeb広告を配信し、各種プロモーションの効果を検証する

対象 オフライン オンライン

ポスター メール SNS広告 HP/メディア

大学

学生

社会
全体

産学連携

学生課

教育産業事業者

学生コミュニティ/学生団体

学生起業家

保護者

大学アントレ教員

学生個人

人材紹介・派遣業界事業者

自治体（学生プログラムを運営している部門）

インキュベーション施設を持つ大学
実施概要



プロモーション詳細【A-9】

✓ アントレプレナーシップ教育の裾野拡大の目的に合わせ、全国プログラムの公式HPを作成し、全国の学生を対象にFacebook、

Instagram、Googleによる広告によるプロモーションを実施した

(A) 受講機会の創出

全国プログラムのプロモーション詳細（公式HP、Web広告）

35

Web広告公式HP



✓ アントレプレナーシップ教育の認知を向上させるため、全国各地の大学生にアントレプレナーシップ教育のプログラムの周知

を実施し、全国からプログラムHPへの集客ができたことから潜在的なニーズを確認することができた

潜在的なニーズの規模【A-10】(A) 受講機会の創出

全国大学生・
大学院生
学生数

（約300万人）

プログラムHP
訪問者数

約24,000人
（集客率0.8％）

サイト流入者の所在地（N=24,487）

1,075 

737 

6,895 

5,723 

1,989 

5,136 

999 

1,866 

67 

北海道

東北

関東(東京都除く)

東京都

中部

近畿

中四国

九州・沖縄

その他

HP
集客率
0.8%

申込率
5.7%

プログラム
申込者数
1,368人

【参考】
「アントレプレナーシップ」に関連する

月間検索件数について
月間平均検索ボリューム：約2万回※

全国の大学生のアントレ教育に関する認知向上について

36

※ ・日本/日本語での検索数（Google検索） ・「アントレプレナーシップ」関連キーワード ・実数は出せないため、推定値

Nは回答者数

（定員1,050名）



学生へ訴求する手法【A-11】

✓ プログラムを周知し、アントレプレナーシップ教育に対する認知のきっかけを創出するためには「大学の媒体」が重要な手段

の1つである

プログラムを知ったきっかけが「大学の媒体」のまとめ

※複数回答可であるため重複有

(A) 受講機会の創出

プログラムを知ったきっかけに関する学生向けのアンケートからの結果（1/2）
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プログラム申込時アンケート（N=1,368）
「当プログラムを知ったきっかけを教えてください」
※複数回答可であるため重複有
※各分類で人数カウントをしている

◼ 大学のメールを通じてプログラムを知ったが、
大学からのメールを見ない学生も多くいるた
め、オリエンテーションやシラバスにもプロ
グラム内容を記載してほしい受講者

教職員

◼ 学長による積極的な発信が必要である
◼ 学内連絡システムによる発信は有効的である
◼ アントレに関するイベント、就職活動や地域

課題解決に結びつけたイベントを開催するこ
とにより、学生にリーチできるとよい

14 

41 

333 

119 

8

53

302

126

16

37

221

117

0 200 400 600 800 1,000

その他

他者推薦

大学の媒体

Web/SNS

コース1受講

コース2受講

両方のコース受講

362

856

12

123

224

14

108

200

8

84

142

大学のポスター

大学ポータサイト

大学からのメール

131

38

566

315

34

Nは回答者数

（26.5%）

（62.5%）

（9.6%）

（2.7%）

N=856



学生へ訴求する手法【A-12】

✓ プログラムを周知し、アントレプレナーシップ教育に対する認知のきっかけを創出するためには「Web/SNS」による広報が

重要な手段の1つである

プログラムを知ったきっかけが「Web/SNS」のまとめ

※複数回答可であるため重複有

(A) 受講機会の創出

プログラムを知ったきっかけに関する学生向けのアンケートからの結果（2/2）

38

プログラム申込時アンケート（N=1,368）
「当プログラムを知ったきっかけを教えてください」
※複数回答可であるため重複有
※各分類で人数カウントをしている

◼ グループの中では、Instagram, Facebook等
のSNSを通じて参加した受講者が多い

◼ プログラムのHPを見て参加した
受講者

教職員

◼ 学部ごとのSNS、大学内のSlack等での発信も
有効である

1

12

42

34

37

1

21

26

42

37

6

36

35

44

YouTube広告

Twitter

Facebook

Google広告

Instagram

2

111

39

118

104

Nは回答者数

14 

41 

333 

119 

8

53

302

126

16

37

221

117

0 200 400 600 800 1,000

その他

他者推薦

大学の媒体

Web/SNS

コース1受講

コース2受講

両方のコース受講

362

856

131

38

（26.5%）

（62.5%）

（9.6%）

（2.7%）

N=362



✓ アントレプレナーシップ教育の認知拡大において、学生同士の口コミは重要な手段の1つであり、プログラムの推奨度が高い

学生は新しい体験ができたことやプログラムで学べることや学生と交流できたことが動機になっている

学生へ訴求する手法【A-13】(A) 受講機会の創出

プログラムの推奨に関する学生向けのアンケートからの結果（1/2）

39

※ 無効3票を除く

プログラムの推奨度が高いアンケートまとめ

◼ 新しい体験ができた

✓ 自大学では体験できない講義が受けられた

✓ 起業家講演が面白かった

◼ プログラムから学びを得られた

✓ 課題解決の汎用的な手法を勉強できた

✓ ビジネススキルに関する実践的な手法を勉強で

きた

◼ 多くの様々な学生と交流できた

✓ 他大学、他学部、他学年の学生とコミュニケー

ションでき、気づきを得た

受講終了後学生向けアンケート（N=242）
「本プログラムを友人/知人に勧める可能性はありますか」

◼ プログラムのコンテンツが面白く、知り合い
や後輩に薦めたい

◼ 他大学の学生と交流できるためぜひ薦めたい
◼ 実践的手法を勉強できるため、自大学で同じ

くアントレ教育に関心のある学生にぜひ薦め
たい

受講者

2

2 

1 

2 

2 

9 

6 

13 

17 

6 

12 

2

1

7

2

8

19

30

34

13

43

2

2

3

1

4

2

2

9

4

17

25

45

53

22

56

0 20 40 60 80

0＝可能性はまったくない

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10＝極めて可能性がある

コース1受講

コース2受講

両方のコース受講

Nは回答者数

（23.1%）

（9.0%）

（21.9%）

（18.6%）

（10.3%）

（7.0%）

（1.7%）

（3.7%）

（0.8%）

（0.8%）

（1.7%）



学生へ訴求する手法【A-14】

✓ 一方で、他者への推奨を阻害する要因として、アントレプレナーシップ教育のプログラムを紹介したいと思える友人/知人が周

りにいないことやプログラム自体への不満等が挙げられた

(A) 受講機会の創出

プログラムの推奨に関する学生向けのアンケートからの結果（2/2）
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受講終了後学生向けアンケート（N=242）
「本プログラムを友人/知人に勧める可能性はありますか」 プログラムの推奨度が低いアンケートまとめ

◼ 紹介先の不在

✓ アントレプレナーシップ教育のプログラムに興

味を持ちそうな友人が周りにいない

✓ 友人に紹介することによって、意識高い人だと

思われたくない

◼ プログラムへの不満

✓ 試験期間や就活期間と重なったため、負担が多

かった

✓ 内容が難しくて、途中からついていけなかった

✓ ツールが使いづらかった

◼ プログラム自体はよかったが、アントレプレ
ナーシップ教育に興味を持ちそうな友人が周
りにいない

◼ プログラムの内容が難しく他人に薦めにくい
◼ ツールが使いづらく、他の学生に薦めにくい
◼ 課題が多く、正課との両立が難しいため、他

の学生に薦めにくい

受講者

2

2 

1 

2 

2 

9 

6 

13 

17 

6 

12 

2

1

7

2

8

19

30

34

13

43

2

2

3

1

4

2

2

9

4

17

25

45

53

22

56

0 20 40 60 80

0＝可能性はまったくない

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10＝極めて可能性がある

コース1受講

コース2受講

両方のコース受講

※ 無効3票を除く

Nは回答者数

（23.1%）

（9.0%）

（21.9%）

（18.6%）

（10.3%）

（7.0%）

（1.7%）

（3.7%）

（0.8%）

（0.8%）

（1.7%）



その他の回答例

✓ プログラムに申し込んだ学生の多くは「起業」には無関心の選択肢を回答しており、起業の目的意識をもって参加した学生は

少ないといえ、SGDsや就職活動や他大学の学生との交流を期待して申し込みをしている学生が多いといえる

プログラムの参加動機【A-15】(A) 受講機会の創出

プログラムへの参加動機に関する学生向けのアンケートからの結果

41

申込時学生向けアンケート（N=1,368）
「当プログラムを志望された理由を教えてください」
※複数回答可であるため重複有
※各分類で人数カウントをしている

Nは回答者数

35

93

474

24

214

396

25

186

351

84

493

1,221 

0 500 1000 1500

その他

「起業」に関心あり

「起業」には無関心

コース1のみ申込

コース2のみ申込

両方のコース申込

(89.3%)

(36.0%)

(6.1%)

89

78

210

253

260

283

62

100

156

147

224

247

64

76

126

145

220

271

215

254

492

545

704

801

起業の考えがないが、課題解決の仲間

起業の考えがないが、起業はどうい

起業の考えがないが、自分の将来

起業の考えがないが、課題発見や課題解決

プログラムの講師の話を聞いてみたい

講義のみならず、実践的、体験型の内容講義のみならず、実践的、体験型の

内容もあり、面白そう

起業の考えがないが、課題発見や課題解決

の手法を学びたい

起業の考えがないが、起業はどういうこと

か知りたい

起業の考えがないが、課題解決の仲間を

作りたい

12

15

87

54

52

200

56

66

174

122

133

461

0 200 400 600 800

起業する予定で、授業を通じて講師の

起業する予定で、プログラムを通じて

将来いつかに起業したい/直近起業予定

起業の考えがないが、自分の将来に役立ち

そう

将来いつかに起業したい/直近起業予定が

あるので、起業関連の知識を身に付きたい

起業する予定で、プログラムを通じて

起業仲間を作りたい

起業する予定で、授業を通じて講師の

フィードバックを得たい

• SDGsについて学びたい
• 就職活動や入社後の仕事に役立つ経験を得たい
• 新しいことにチャレンジしたい
• 大学生同士の繋がり、学びに興味があった
• ボランティア団体に所属しており、活動に役立てたい受講者

N=1,221

N=493

「起業」には無関心の内訳

※複数回答可であるため重複有

「起業」に関心ありの内訳

※複数回答可であるため重複有



関心醸成の訴求内容【A-16】

✓ 受講者の期待値が高い理由として、アンケートの結果では、アントレ教育に興味がある、新しい機会に関心がある、文部科学

省/大規模プログラムに関心がある等の回答があり、座談会では全国の大学生との交流や受講終了証の発行等が挙げられた

(A) 受講機会の創出

プログラムへの期待値に関する学生向けアンケートからの結果（1/2）

42

プログラムへの期待値が高い項目まとめ

※自由回答であるため下記選択肢内での重複有

受講終了後学生向けアンケート（N=242）
「当プログラムにどの程度期待していましたか」

◼ 普段あまり関わりのない分野について学び、
挑戦できる

◼ 起業について興味があり、実践的で有意義な
学びができる

◼ 全国の大学生と交流できる
◼ 文部科学省主催であるため安心できる
◼ 受講修了書の発行がある

受講者

4

17

9

5

19

21

9

1

15

35

24

74

2

2

4

13

18

26

42

43

99

その他

アントレ教育の周辺のテーマに関心がある

他大学の学生との交流に関心がある

文部科学省主催/大規模プログラムに関心が…

新しい機会に関心がある

アントレ教育に関心がある

2

8

35

30

1

6

25

55

72

7

1

1

8

33

97

103

0 20 40 60 80 100 120

1＝まったく期待していなかった

2

3

4

5＝とても期待していた

コース1受講

コース2受講

両方のコース受講

Nは回答者数

文部科学省/大規模プログラムに関心がある

(42.6%)

(40.0%)

(13.6%)

(3.3%)

(0.4%)

N=200



関心醸成の訴求内容【A-17】

✓ 受講者の期待値が低い理由として、アントレプレナーシップに対する認知がないことやプログラムの具体的なイメージが湧か

ないことや得られる学びやその活用方法が不明確であったこと等が挙げられた

(A) 受講機会の創出

プログラムへの期待値に関する学生向けアンケートからの結果（2/2）

43

受講終了後学生向けアンケート（N=242）
「当プログラムにどの程度期待していましたか」

2

8

35

30

1

6

25

55

72

7

1

1

8

33

97

103

0 20 40 60 80 100 120

1＝まったく期待していなかった

2

3

4

5＝とても期待していた

コース1受講

コース2受講

両方のコース受講

Nは回答者数

プログラムへの期待値が低い項目まとめ

◼ アントレプレナーシップに対する認知がない

✓ アントレプレナーシップという言葉自体を初めて
聞いたため、どのような内容になるかイメージで
きなかった

✓ インターネットで「アントレプレナーシップ」を
検索すると、「起業」と出てきたので、自分には
あまり関係がないと思った

◼ プログラムの具体的なイメージが湧かない

✓ プログラムの難易度が高そうで自信がなかった

✓ プログラムを受けたら、起業を勧められるのかと
思い、不安に感じた

✓ 自分と同じような人がいるかわからず心配だった

◼ プログラムで得られる成果、活用の方法が分からない

✓ 将来起業の予定がない中で、何を得られるのかイ
メージがつかなかった

✓ どの程度実用的な経験を得られるか不明だった

✓ プログラムでの学びをどのように活用できるか不
明だった

(42.6%)

(40.0%)

(13.6%)

(3.3%)

(0.4%)



【第3節】 (B) 教職員間の連携に関する検討
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✓ 本節では(B)教職員間の連携の論点の初期仮説を検証し、アントレプレナーシップ教育における目指すべきエコシステムの検

証を行う

本節の検証論点【B-1】

45

学生

提
供
側

利
用
側

運営・企画

アントレ教育プラットフォーム

学生 学生

教育プログラム

効率的に受講者をプログラムに送りこむ

大学

運営

ノウハウ

受講
受講

受講

プログラムで得たノウハウを自大学に還元する方法

プログラムの効果検証

広報

指導

教職員

アントレプレナーシップ教育における目指すべきエコシステムの仮説

指導

教職員

指導者
コミュニティ

C

D

B E
学生

コミュニティ

A

調査・分析を通じ、具体化するべき論点

指導

教職員

初期仮説

全国の学生を対象とし

てアントレ教育の認知

・関心を高めるための

情報発信および受講意

欲を高めるための学生

コミュニティの設計・

運営

プログラムの効果測定

と改善方法の確立

A

E

受講機会の創出

PDCAサイクル

による検証

検証すべき論点

各大学間の連携

によるノウハウ

共有の促進

ステーク

ホルダーの

参加促進

プログラム

の教育的

価値の向上

分類

指導者の参加を促し、

活発な交流を実現

B

教育的価値の高いプロ

グラムの開発

円滑かつ効率的な運営

手法の確立

C

D

全国規模で大人

数に提供でき、

教育効果の高い

プログラムの

開発と運営

講師を積極的にプラットフォーム参画させる

ベン
チャー

起業

起業/連携

(B) 教職員間の連携



✓ アントレプレナーシップ教育の裾野拡大に向けた、教職員間の連携には、教職員プラットフォームの構築と、教職員の学びの

場の創出やステークホルダーとの連携による教職員コミュニティの形成が重要である

現状と目指す姿【B-2】
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現状 目指す姿

今
後
の
方
向
性

大学① 教職員間の連携を強化するために、教職員が交流し合える場としてオンラインプラットフォームを構築
② 教職員にとっての学びの場を創出させるためにコミュニティの形成
③ 様々なステークホルダーとの連携によるノウハウの蓄積、教職員の参加の動機付け

各大学

③ 下記のようなステークホルダーと連携し、持続性のある有効な学びの場を創出する
✓ 自治体：地域の社会課題の観点を取り入れるために、教職員コミュニティと連携
✓ 民間企業：地域ごとの特性を踏まえたビジネスの観点を取り入れるために、教職員コミュニティと連携

ステー

クホル

ダー

(B) 教職員間の連携

学生

②成果を上げる
仕組み作りが必要

アントレ教育のプログラムが不足
プログラムの運営ノウハウが不足
教育効果の測定ノウハウが不足

成果が上がらない

アントレ教育の指導者が不足
育成者や協力者も不足
大学内外での連携が未整備
プロジェクト予算が不足大学 教職員

①大学のリソース
不足の課題が深刻

③地域との連携が
不足している

大学のリソース不足により、学生に対して十分なアントレ教育の受講
の機会を創出することができておらず、大学間・地域との連携が必要

学生

②教職員にとって
の学びの場の創出

学生だけでなく、教職員にとって
もアントレ教育を学べる場の創出

教職員コミュニティの形成

大学内外の連携を強化するた
めに、教職員のプラット
フォームを構築し、アントレ
教育の教育体制の整備を図る大学 教職員

①教職員プラット
フォームを構築

③様々なステーク
ホルダーとの連携

教職員間の連携を促進するために、教職員のプラットフォームを構築し、
アントレ教育を学べる場を創出するためにコミュニティの形成が重要である

研修 勉強会 報告会
大学

企業

地域

など

大学

企業

地域



✓ アントレプレナーシップ教育の裾野拡大に向けた教職員間の連携には、指導者の参加を促し、活発な交流を実現させるための

運営が求められるため、全国プログラムを通じて交流の場を設けた

課題と検証内容【B-3】

✓ 大学や地域内で補いきれな

いリソースは、オンライン

ネットワークを活用し、外

部との連携を推進し、不足

リソースを確保する取り組

みが必要ではないか

検討すべき事項

✓ アントレ教育に関する教職

員のコミュニティを形成し

、参加教職員が講義のノウ

ハウを自大学に還元できる

取組が必要ではないか

✓ 全国の学生を対象と

したプログラムに、

全国のアントレ教育

に関する指導者の参

加を促し、活発な交

流を実現させるため

のコミュニティを形

成する必要がある

検証内容

アントレプレナーシ

ップの醸成段階に係

るプログラムを設計

・開発し、教職員に

参加の機会を設け、

教職員の反応を検証

する

本事業にて設計・開

発したプログラムを

通じて教職員が交流

できる場を設けて、

教職員がノウハウを

自大学に還元できる

か、反応を検証する

教職員の交流の場の

創出

教職員の学びの場の

創出

✓ 各大学でアントレ

プレナーシップ教

育を実施していく

ためのリソースが

不足している

✓ 他大学との連携は

多くの大学で不十

分な状況であり、

指導者や支援者の

ノウハウを共有す

るための仕組みが

存在しない

アントレ教育の課題

昨年度の調査結果 今年度の調査内容

(B) 教職員間の連携

オンラインでのリソース提供

教職員コミュニティの形成

リソース不足の課題

連携の課題

47

大学における

アントレ教育

の提供体制が

未整備



✓ (B)教職員間の連携の検討項目である教職員の学びの場と交流の場の創出について、本プログラムを通して実証的に検証した

✓ 開発したプログラムの提供を通して教職員の参加やコミュニティの巻き込みについて解釈・考察を整理した

検証結果と解釈・考察【B-4】

検証結果

✓ 文部科学省の呼びかけにより全国の教職員
約100名のプログラム傍聴の申込をいた
だいた【B-6】

✓ 様々な学部、職歴、所属の教職員に参加い
ただいた【B-6】

検証方法

本事業にて設計・開発

したプログラムを通じ

て教職員が交流できる

場をオンライン上で設

けて、アンケートや座

談会を通して、教職員

の反応を検証する

アントレプレナーシッ

プの醸成段階に係るプ

ログラムを設計・開発

し、教職員に参加の機

会を設け、アンケート

や座談会を通して、教

職員の反応を検証する

検証項目

教職員間

の交流の

場の創出

教職員の

学びの場

の創出

教職員の参加状況

解釈・考察

(B) 教職員間の連携

✓ 学生と同様のツールを使用し交流を促した
が、教職員のコミュニティは活性化されな
かった【B-7】

✓ 一方で、教職員からは講義のノウハウを自
大学に還元できるとフィードバックをいた
だいた【B-7】

教職員の交流状況

✓ 学生と同様にアントレプレナー
シップの醸成段階に係るプログラ
ムに対する教職員の潜在的な関心
は高い

✓ 教職員が参加可能なプログラムへ
のニーズが高いと考えられる

教職員の参加状況

✓ 教職員間の連携を促し、活性化さ
せるためには、教職員にとっても
アントレ教育を学べる場の創出が
重要であると考えられる

✓ 教職員間で継続的な連携が取れる
プラットフォームの形成が必要で
はないか

✓ プラットフォームの参加を促すた
めには、各種ステークホルダーと
の連携が重要であると考えられる

教職員の交流状況
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✓ 今年度の検証結果から得られた解釈・考察に基づき、教職員の学び、交流の場の今後の方向性を整理した

今後の方向性【B-5】

今後の方向性（提案）

教職員の学び

の場の創出

✓ 学生同様に教職員にとってもアントレ教育の学び

の場に対するニーズは高く、研修や勉強会や報告

会等を通じた教職員の学びの場を作ることが有効

であると考えられる

✓ 地域や企業等の各種ステークホルダーと連携して

産業界の視点を取り入れることにより、持続性の

ある有効な学びの場を創出することができる

解釈・考察検証項目

教職員間

の交流の

場の創出

教職員の

学びの場

の創出

✓ 学生と同様にアントレプレナー
シップの醸成段階に係るプログラ
ムに対する教職員の潜在的な関心
は高い

✓ 教職員が参加可能なプログラムへ
のニーズが高いと考えられる

教職員の参加状況

✓ 教職員間の連携を促し、活性化さ
せるためには、教職員にとっても
アントレ教育を学べる場の創出が
重要であると考えられる

✓ 教職員間で継続的な連携が取れる
プラットフォームの形成が必要で
はないか

✓ プラットフォームの参加を促すた
めには、各種ステークホルダーと
の連携が重要であると考えられる

教職員の交流状況

(B) 教職員間の連携

教職員間の

交流の場の

確保

✓ オフラインの交流の機会とオンラインのつながり

を継続するプラットフォーム（ツール）を設け、

全国の教職員が交流できる場が必要であると考え

られる
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◼ 当プログラムへの申込者は105名

✓ 全国各地の教職員が参加した

✓ 様々な職歴の教職員が参加した

✓ 研究・産学連携部に所属している参加者が最も多く

、大学の学部に所属している教職員も関心を示して

いることがわかった

✓ オンライン形式で全国の教職員を対象に説明会を実施し、参加を促したところ、全国から様々な教職員が当プログラムに参加

した

教職員の参加状況【B-6】(B) 教職員間の連携

50

◼ 当プログラムに関する説明会への参加者は187名

✓ オンライン形式で説明会を2回実施した

✓ 第1回目：2021年11月2日（火）17:30-18:30

✓ 第2回目：2021年11月10日（水）17:30-18:30
12 
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0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

その他学部

医歯薬系学部

理系学部

文系学部

インキュベーション施設

教育・学生支援部

研究・産学連携部

プログラムへの教職員の参加状況

Nは回答者数

当プログラム申込者教職員 職歴別（N=105）

当プログラム申込者教職員 所属別（N=105）



✓ 本プログラム期間中に参加教職員による交流は見られなかったが、教職員座談会ではオンラインツールの活用やプログラム設

計の活用やグループワークの活用に関するフィードバックをいただいた

教職員の交流状況【B-7】(B) 教職員間の連携

51

教職員の交流を促す取組と得たフィードバック

取組

◼ オンラインプログラムの円滑な運営の
ために、各種マニュアルを作成し、
教職員に事前に配布した

◼ 教職員間の交流の場を設け、
専用のチームを作成したが、
教職員による投稿件数は0件だった

フィードバック

◼ オンラインツールの活用について

✓ 本プログラムで使っていたツールを実際に自大学で利用
したところ、学生のグループワークがはかどり、現業務
に早速活かすことができた

✓ ツールに不慣れな学生にはアイスブレイク段階での工夫
が必要だと考える

◼ プログラム設計の活用について

✓ 自大学の講義において、今回のような体系的な講義設計
を取り入れたいと考える

✓ 今回のプログラムに限らず、持続的なプログラムを学生
には提供すべきだと考える

◼ グループワーク形式の活用について

✓ 学生が多いプログラムであればあるほど学生へのファシ
リテートの工夫が必要だと考える

✓ チーム組成において最適な学生の組み合わせを考慮すべ
きである

✓ 学生同士のつながりをサポートするために大学でのリア
ルな交流と学びの機会の提供が必要である

教職員



【第4節】 (C) プログラムの開発に関する検討
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✓ 本節では(C)プログラムの開発の論点の初期仮説を検証し、アントレプレナーシップ教育における目指すべきエコシステムの

検証を行う

本節の検証論点【C-1】

53

学生

提
供
側

利
用
側

運営・企画

アントレ教育プラットフォーム

学生 学生

教育プログラム

効率的に受講者をプログラムに送りこむ

大学

運営

ノウハウ

受講
受講

受講

プログラムで得たノウハウを自大学に還元する方法

プログラムの効果検証

広報

指導

教職員

アントレプレナーシップ教育における目指すべきエコシステムの仮説

指導

教職員

指導者
コミュニティ

C

D

B E
学生

コミュニティ

A

調査・分析を通じ、具体化するべき論点

指導

教職員

初期仮説

全国の学生を対象とし

てアントレ教育の認知

・関心を高めるための

情報発信および受講意

欲を高めるための学生

コミュニティの設計・

運営

プログラムの効果測定

と改善方法の確立

A

E

受講機会の創出

PDCAサイクル

による検証

検証すべき論点

各大学間の連携

によるノウハウ

共有の促進

ステーク

ホルダーの

参加促進

プログラム

の教育的

価値の向上

分類

指導者の参加を促し、

活発な交流を実現

B

教育的価値の高いプロ

グラムの開発

円滑かつ効率的な運営

手法の確立

C

D

全国規模で大人

数に提供でき、

教育効果の高い

プログラムの

開発と運営

講師を積極的にプラットフォーム参画させる

ベン
チャー

起業

起業/連携

(C) プログラムの開発



✓ アントレプレナーシップ教育の裾野拡大における、プログラムの開発には、汎用性の高い全国プログラムの開発、地域特性を

踏まえたプログラムの活用、学生の関心醸成につながるステークホルダーを巻き込んだプログラム開発が重要である

現状と目指す姿【C-2】
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(C) プログラムの開発

現状 目指す姿

②各地域、大学
でプログラムを
活用

今
後
の
方
向
性

大学① アントレ教育の初期フェーズ（動機付け・意識醸成段階、コンピテンシーの形成段階）においては、汎用性の高い全国プログラ
ムを開発し、全国の学生に展開

② アントレ教育の実践フェーズ（社会実践段階）においては、全国プログラムを各地域や各大学にて活用
③ 地域のステークホルダーを巻き込み、フィールドワーク等の実践の機会を創出

各大学

③ 下記のようなステークホルダーと連携し、学生の関心を醸成させる
✓ 自治体：社会課題解決につながるフィールドワーク等の創出
✓ 民間企業：企業課題解決につながる実践の機会の創出

ステー

クホル

ダー

①アントレ
教育のプロ
グラムが全
体的に不足

②プログラム開発における
学内での連携がされていない

③各地域のステーク
ホルダーとの連携

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
不
足

連
携
の
不
足

…
A学部
教員

職員 学長

全
国
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

開
発
・
実
施

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
連
携

アントレ教育のプログラムが全体的に不足している背景には、大学内での
連携や大学間での連携がされていない点が挙げられる

汎用性の高い全国プログラムを開発し、全国の学生に展開するとともに、
各地域、大学での活用やステークホルダーの巻き込みが重要である

アントレ教育
実施大学率

27%

ステージ毎の
アントレ教育
プログラムの

整備状況

全プログラム
のうち実践編

の割合
7%

③大学間での連携がされて
いない

自治体

企業

実践の機会の
創出により

学生の関心醸成

B学部
教員

全国の学生

①汎用性の高
いオンライン
プログラムを
開発し、全国
の学生に展開

学生

全国プログラムの開発
アントレ教育の導入部分の

パッケージ化



✓ アントレプレナーシップ教育の裾野拡大における、(C)プログラムの開発の課題には「プログラムの不足」と「連携の不足」

が挙げられ、アントレプレナーシップ教育の裾野拡大に資するプログラムの開発を通してそれらの課題の解消を図った

課題と検証内容【C-3】

✓ 学生のニーズを踏まえなが

ら、アントレプレナーシッ

プ教育の裾野拡大に資する

全国の学生に提供が可能な

プログラムを実証的に開発

し、全国の学生に受講機会

を提供するべきではないか

検証すべき事項

✓ 本事業にて開発したオンラ

インプログラムの内容がノ

ウハウとして蓄積され、全

国プログラムとの連携を通

して、各大学で還元される

ように促進させていくべき

ではないか

✓ アントレ教

育のプログ

ラムの不足

の状況を踏

まえ、全国

の学生に提

供が可能な

プログラム

の開発が必

要である

✓ 全国プログ

ラムと各大

学が連携す

ることによ

り効果的な

プログラム

の開発につ

なげていく

必要がある

プログ

ラムの

開発

検証内容

アントレ教育の裾野

拡大にとって重要な

アントレプレナーシ

ップの醸成段階に係

るプログラムを設計

・開発し、学生に提

供した際の学生の反

応を検証する

本事業にて設計・開

発したプログラムの

内容が各大学や各地

域で活用が可能かを

検証する

汎用性の高いプログラ

ムの各大学への展開

醸成段階のプログラ

ムの設計と開発

✓ アントレプレナーシップ教

育実施大学率は27％

✓ アントレプレナーシップ教

育の導入部分である動機付

けや意識醸成のプログラム

や社会実践のプログラムが

不足しており、体系的なプ

ログラムの開発が求められ

ている

✓ 大人数の受講者に対して提

案でき、教育効果の高いプ

ログラムが不足している

✓ アントレプレナーシップ教

育のプログラムが不足して

いることから大学内外での

連携や協力体制の整備をす

る必要があるが、多くの大

学が実施できていない

プログ

ラムの

不足

アントレ教育の課題

連携の

不足

昨年度の調査結果 今年度の調査内容

(C) プログラムの開発
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✓ (C)プログラムの開発の2つの検討項目については、開発したプログラムの提供を通して学生と教職員の双方の反応を検証した

✓ 学生コミュニティの巻き込み、地域との連携、学生と教職員へのプログラムの展開について解釈・考察を整理した

検証結果と解釈・考察【C-4】

検証結果検証方法

アントレプレナーシッ

プ教育の設計・開発の

知見を有する先生の協

力を得て、アントレプ

レナーシップ教育の醸

成に係るプログラムを

設計・開発し、学生に

提供した上で、学生の

活動状況を分析し、ア

ンケートや座談会等を

通して、学生の反応を

検証する

開発されたプログラム

を教職員に傍聴しても

らい、プログラム内容

が自大学で還元される

かについてアンケート

や座談会を通して、教

職員の反応を検証する

検証項目

醸成段階

のプログ

ラムの設

計と開発

汎用性の

高いプロ

グラムの

各大学へ

の展開

(C) プログラムの開発

✓ 傍聴した教職員からはプログラムの精度が

高いため、自大学のプログラムへの取り込

みについて意欲的な意見が出た【C-12】

✓ 全国プログラムをベースとし、地域特性や

各大学の事情を踏まえたカスタマイズも必

要であるという意見が出てきた【C-12】

各大学への展開

✓ プログラムを受講した学生の満足度は高

く、アンケート回答者の80％以上が高

評価をつけている【C-10】

✓ 高い満足度の理由として最も多く挙げら

れたのはプログラムのコンテンツについ

てであった【C-11】

✓ 高い満足度の理由として2番目に多かっ

たのは交流であり、「今後も交流を続け

たい」等の意見が出た【C-10, C-11】

学生の満足度

✓ 両プログラム共に初回講義の参加率が低く

、平均離脱率は約67％であった【C-9】

✓ 講義の回を重ねるごとに参加者が減少し、

短期集中型のコース1よりも8週間実施した

コース2の方が離脱率は高かった【C-9】

学生の当事者意識の醸成

✓ 離脱を防ぐために学生の関心や当事者

意識を高める工夫が必要である

✓ 学生コミュニティを巻き込み、交流を

活性化させることは重要である

✓ 学生の関心を高めるために、プログラ

ムの設計者として学生を巻き込むこと

もと考えられる

学生コミュニティの巻き込み

✓ 学生が自分事で捉えやすい地元の地域

課題をテーマとしたフィールドワーク

や地元企業との連携を推進することで

学生の関心を高めるべきと考えられる

地域との連携

解釈・考察

✓ 汎用性が高く、大人数で様々な属性

の学生が受講できるオンラインプロ

グラムは裾野拡大に有用であり、全

国の学生に向け開発すべきである

✓ 全国プログラムと各大学が連携し、

それぞれの事情を踏まえたカスタマ

イズによる、多様なプログラムの各

地域・各大学での開発を検討してい

く必要がある

プログラムの展開
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✓ 今年度の検証結果から得られた解釈・考察に基づき、プログラムの開発、機会の提供、各ステークホルダーとして大学、学生

コミュニティ、地域のステークホルダーの巻き込みにおける今後の方向性を整理した

今後の方向性【C-5】

57

今後の方向性（提案）

学生

コミュ

ニティ

各
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
巻
き
込
み

機会の提供

地域の

ステーク

ホルダー

✓ プログラムの開発においても、学生コミュニティと

連携し、巻き込むべきである

✓ エンドユーザーである学生の意見を積極的に取り込

み学生の関心のあるテーマを反映させることも検討

すべきである

✓ 汎用性の高い全国プログラムを開発し、各大学に還

元させるために各大学と連携をする必要がある

✓ アントレプレナーシップ教育のプログラムの裾野拡

大のためには大学全体での協力が必要である

✓ 各大学は地域の民間企業等と連携して、全国プログ

ラムを活用するべきであると考えられる

✓ 地域のステークホルダーを巻き込み、アントレプレ

ナーシップの実践の場を求めている学生に地域の課

題を与えるフィールドワーク等の機会を創出してい

くべき

✓ アントレプレナーシップの裾野拡大に有用である汎

用性の高い醸成段階のプログラムの開発を今後も継

続するべきである

(C) プログラムの開発

解釈・考察検証項目

醸成段階

のプログ

ラムの設

計と開発

汎用性の

高いプロ

グラムの

各大学へ

の展開

大学

✓ アントレプレナーシップの裾野拡大における醸成段

階は、公共性が高く、特に地方では受講機会やノウ

ハウ、リソースが不足しているため、継続して全国

規模でプログラムの実施、展開をすべきである

プログラム

の開発✓ 離脱を防ぐために学生の関心や当事者意

識を高める工夫が必要である

✓ 学生コミュニティを巻き込み、交流を活

性化させることは重要である

✓ 学生の関心を高めるために、プログラム

の設計者として学生を巻き込むことも考

えられる

学生コミュニティの巻き込み

✓ 学生が自分事で捉えやすい地元の地域課

題をテーマとしたフィールドワークや地

元企業との連携を推進することで学生の

関心を高めるべきと考えられる

地域との連携

✓ 汎用性が高く、大人数で様々な属性の

学生が受講できるオンラインプログラ

ムは裾野拡大に有用であり、全国の学

生に向け開発すべきである

✓ 全国プログラムと各大学が連携し、そ

れぞれの事情を踏まえたカスタマイズ

による、多様なプログラムの各地域・

各大学での開発を検討していく必要が

ある

プログラムの展開



✓ アントレプレナーシップ教育の動機付け・意識醸成段階、コンピテンシーの形成段階のそれぞれの観点に基づき、プログラム

を設計・開発した

全国プログラムの概要

プログラム開発概要【C-6】

コース2
新しいチャンスを見つけて課題解決やビジネス

に活かす具体的な方法論を学ぶコース

アントレ教育の
教育フェーズ

コース1
SDGs、地域の社会課題を
本気で考えるためのコース

プログラムの
目的

◼ スタートアップへの理解を深める
◼ ビジネススキルを向上させる
◼ 新しいチャンスを見つけ、課題解決やビジネスに活

かす方法論の学習を促す

◼ 問題の本質を捉える力を醸成させる
◼ アイデアを考え出す力を醸成させる
◼ 提供すべき価値の定義・実装する力を醸成させる

学生に
身につけて
ほしい能力

◼ 仮説検証能力
◼ 顧客インタビューを行う能力
◼ MVP（Minimum Viable Product）を作る能力
◼ アイデアを売り込む（ピッチ）能力

◼ 問題を複眼的に理解する能力
◼ アイデアを考え出す能力
◼ 提供すべき価値を定義する能力

プログラム
開発アプローチ

◼ 起業家講演を通じてモチベーションの向上を図る
◼ グループワーク中心の実践的プログラムを設計する
◼ 新規事業等のように、何か新しいことを始め、社会

に役立つための基本的な考え方を身につけられるよ
うに設計する

◼ 日常生活の課題を見つけ、解決するための汎用的
なプログラムを設計する

◼ デザイン思考、システム思考、論理的思考力を軸
に、問題提起、解決策立案、実行の手法を学生が
学習できるように設計する

プログラム
開発体制

◼ オンラインとオフラインのハイブリッドの講義を提
供し、各大学の教職員による学生への支援やコミュ
ニティ形成を図る（コロナ禍により見送り）

◼ 地域課題の視点を取り入れるため、これまでにレ
ジリエンスをテーマにプログラムを実施したこと
がある複数大学で編成された教員陣にてプログラ
ムを開発する

(C) プログラムの開発

動機付け・意識醸成＋コンピテンシーの形成コンピテンシーの形成

アントレプレナーシップの醸成

コース1 コース2
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✓ アントレプレナーシップ教育のコンピテンシーの形成段階のプログラムであるコース1では、複数の大学の教員陣でプログラ

ムを開発し、冬季休暇期間の3日間短期集中で教育効果が大きくなるようにインプットを中心に復習を徹底した内容とした

コース1のプログラムの詳細

コース1のプログラム詳細【C-7】(C) プログラムの開発

コース1 コース2

プログラム設計の概念 プログラム内容

ポ

イ

ン

ト

◼ 複数大学の教員陣でプログラムを開発した（下記10名）
• 阿部 晃成 雄勝町の雄勝地区を考える会 構成員
• 石田 祐 宮城大学 事業構想学群 教授
• 金井 純子 徳島大学 理工学部 助教
• 加藤 知愛 北海道大学 公共政策大学院 研究員
• 祗園 景子 神戸大学 V.School 准教授
• 北岡 和義 徳島大学 教養教育院 イノベーション教育分野 准教授
• 武田 浩太郎 東北大学大学院 工学研究科 講師／URA
• 友渕 貴之 宮城大学 事業構想学群 助教
• 鶴田 宏樹 神戸大学 V.School 准教授
• 三上 淳 小樽商科大学 商学研究科 学術研究員

◼ インプットに重みをおいた授業形式
受講者の習熟度を上げるため、身につけるべき概念・考え方を講義
形式でインプットを意識して提供した。受講者相互の議論からの学
びは短くしたとしても省略できないため、後半はグループワークを
身につけるべき概念・考え方の理解を促す内容で実施した

◼ 事前学習の促進
オフィスアワーを通じて、受講者の不安等を軽減した。事前予習
動画の配信、教師により事前に準備されたホワイトボードやワー
クシート等を通じて、受講者による主体的な事前学習を促進した

◼ 「聴き流し」への対策
「聴き流し」による習熟度の低下を避けるために、1日目の講義内
容を2日目の講義内容に組み込む、1日目と２日目の内容を3日の講
義内容に組み込む等、復習を徹底させる内容にした

基本となる考え方

情報収集
Collecting

Information

問題分析
Analyzing
Problems

課題
抽出・設定

Finding 
Problems

ソリューション

アイデア創出
Ideate

価値定義
Value

Proposition

試行・
試作テスト
Prototyping

& Test

Execution

実行
Solution Planning

解決策立案
Problem Definition

問題提起

Design Thinking

デザイン思考System Thinking

システム思考
System Thinking

システム思考

Logical Thinking

論理的思考力

Day1: 12/27

• イントロダクション

• 問題の捉え方

• 問題の構造化

• 主観に基づく課題設定

Day2: 1/5

• 創造的思考

• アイデア創出

• 発表とフィードバック

Day3: 1/8

• 問題とビジネスの価値

• ビジネスモデリング

• 発表とフィードバック

イ
ン
ト
ロ

ダ
ク
シ
ョ
ン

問
題
と
課
題

グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク

グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク

グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク

ア
イ
デ
ア
創
出

問
題
と
課
題

問
題
と
課

題

ア
イ
デ
ア
創
出

価
値
定
義

ビ
ジ
ネ
ス

モ
デ
リ
ン

グ

Day1
(12/27)

講師：鶴田

Day2
(1/5)

講師：祇園

Day3
(1/8)

講師：三上

※前回の内容を異なる講師が別の事例で説明。
オンラインによって知識獲得が受動的になって
しまい、定着が不十分となることを避ける
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✓ アントレ教育の動機付け・意識醸成及びコンピテンシーの形成段階のプログラムであるコース2では、汎用性の高いコンピテ

ンシーである仮説検証にフォーカスし、期間中にプロジェクトを2回に分けて振り返ることで、実践的知識の定着を図った

コース2のプログラムの詳細

コース2のプログラム詳細【C-8】(C) プログラムの開発

コース1 コース2

ポ

イ

ン

ト

◼ 当プログラムは、スタートアップを題材として活用しつつ、アントレプ
レナーシップの醸成を図るプログラムであり、起業家的な行動を起こし
やすくすることを狙いとして設計されている

◼ 対象となるコンピテンシーは、幅広い領域で使える「仮説検証」である
（アイデアの質向上や起業意思やキャリア教育等は対象外）

◼ 知識よりも実践による態度・マインドセットの変化を重視し、プロジェ
クトを2回実施し、振り返りを入れ、実践的知識の定着を図る

◼ ゲスト講演ではライブアンケートツールslidoによるQ&A、ピッチでは
ルーブリックによる相互評価等を実施し、学生の能動的な学習を図る

◼ 南場智子様（株式会社ディー・エヌ・エー）と
渡邉崇人様（株式会社グリラス）をお招きし、
学生の意図を高めるために、ゲスト講演を実施
した
• 12/2（木）南場様「人生を面白くするキャ

リアの選択」
• 1/6（木）渡邉様「コオロギの基礎研究から

応用研究、そしてスタートアップ起業へ」

日付 内容 次回までに見る動画 宿題

12/2 ガイダンス、システムガイダンス、スタートアップとは何か、ゲスト講演
アントレプレナーシップとは、アイデアとは、

サーベイの方法
スタートアップのサーベイ×2

12/9
Group Work #1 サーベイの結果共有とチームでのアイデアの決定、仮説

検証、顧客インタビュー
なし

選んだスタートアップのアイデアを顧客インタ

ビューで検証する

12/16 Group Work #1 撤退判断、ピッチとは、セールスとは なし
選んだスタートアップのアイデアをインタビュー

を通して売ることで検証する

12/23 Group Work #1 ピッチと相互評価、チームでの振り返り なし 振り返りレポートを書く、プレイブックを書く

1/6 振り返りレポートの共有、自分たちのアイデア、ゲスト講演 なし スタートアップのアイデアを考えてくる

1/13 Group Work #2 チームでのアイデア共有と決定、インタビューの準備 なし アイデアを顧客インタビューで検証する

1/20 Group Work #2 撤退判断、MVPの作成、セールスの準備 なし
アイデアをインタビューを通して売ることで検証

する

1/27 Group Work #2 ピッチと相互評価、チームでの振り返り なし 振り返りレポートを書く

プログラムの全体像

他
社
の
ア
イ
デ
ア

自
分
の
ア
イ
デ
ア
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✓ オンラインプログラムはオフラインよりも一般的に離脱率が高く、本プログラムの平均離脱率は66.7％であり、継続参加する

意欲を向上させる工夫やグループワークの活性化させる工夫を通して学生の当事者意識を高める必要があると考えられる

プログラムの離脱率を踏まえた今後の検討事項

学生の当事者意識の醸成【C-9】

53.2 % 53.6 %

42.0 % 41.6 % 39.2 % 39.2 %

0

20

40

60

80

100

1回目 2回目 3回目 4回目 5回目 6回目

(%)

出席率

コース1受講者の出席状況（登録者数250名）

(C) プログラムの開発

62.4%
55.1%

50.3%
41.5%

33.5%31.1%28.1%27.4%

0

20

40

60

80

100

1回目 2回目 3回目 4回目 5回目 6回目 7回目 8回目

(%)

出席率

コース2受講者の出席状況（登録者数800名）

12/27 1/5 1/8

12/2 12/9 12/16 12/23 1/6 1/13 1/20 1/27

離脱率

60.8%

離脱率

72.6%

平均離脱率

66.7%

検証結果 解釈

初回講義

の参加率

が低い

◼ 初回講義の

参加率が

50~60%

前後であり

、講義開始

前からの離

脱が確認で

きる

回を重ね

るごとに

参加者が

減少した

◼ 講義の回を

重ねるごと

に参加者が

減少した

◼ 短期集中型

のコース1

よりも8週

間実施した

コース2の

方が離脱率

は高い

◼ 学生が申込してから

講義開始日までの時

間経過により、学生

の関心が下がってし

まったのではないか

◼ 無料で申し込みがで

きることから、試し

に申し込みをした学

生が一定数いたと思

われる

◼ 講義の難易度が高く

、宿題の負担感が学

生にとってはあった

のではないか

◼ 学期末の試験期間や

就職活動期間と重な

ることにより参加が

難しくなってしまっ

た学生も多かったの

ではないか
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満足度に関する学生向けのアンケートからの結果

学生の満足度【C-10】

3

5

24

43

1

4

19

50

85

2

6

0 50 100 150

1＝まったく満足していない

2

3

4

5＝とても満足している

コース1受講

コース2受講

両方のコース受講 6

1

5

14

41

12

1

4

27

90

2

6

その他

受講環境

アントレ教育周辺テーマ

交流

コンテンツ関連

(C) プログラムの開発

受講終了後学生向けアンケート（N=242）
「当プログラムに満足していますか」（5段階評価）

受講終了後学生向けアンケート
（左記の高評価者 N=210）

「左記の満足度の評価を選んだ理由を教えてください」

134

76

24

7

1

(未回答者=1名)

137

9

43

2

18

(55.4%)

(31.4%)

(9.9%)

(2.9%)

(0.4%)

(65.2%)

(20.5%)

(3.7%)

(1.0%)

(8.6%)

✓ 全国プログラムを受講した学生の86.8％は満足度調査において、高評価（5段階評価の内、”5”or”4”）であった

✓ 満足度が高かった学生は、「コンテンツ関連」に満足した方が最も多く、次に「(学生間の)交流」を理由として挙げている
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✓ プログラムの満足度が高い項目であるコンテンツと交流については、初期仮説で挙げていた通り、汎用性の高いのコンテンツ

や実践的なコンテンツ、学生間の交流がオンラインプログラムにおいて重要であると受講者からフィードバックがあった

学生の満足度【C-11】(C) プログラムの開発

学生の満足度の高い項目に対する初期仮説とフィードバック

初期仮説

◼ エントリー層の学生に汎用性の高

いコンテンツを提供することで、

心理的ハードルを下げ、当事者意

識醸成につながるのではないか

◼ 大人数が参加するオンラインプロ

グラムであっても、設計を工夫す

ることで学習効果の高いプログラ

ムとして全国の学生に提供できる

のではないか

◼ 全国各地の他大学の学生との交流

を通じて、自大学では得られない

刺激を得ることができ、満足度は

高くなるのではないか

◼ 異なる学部、学年の学生とグルー

プワークを行うことで、相互学習

・気づきを促進することができる

のはないか

結果（学生からのフィードバック）

学生向けアンケート 学生座談会

◼ オンラインであっても、イン
タビュー等の実践的内容を勉
強できた

◼ ブレインストーミングやKJ法
等は研究生活にも、社会人生
活としても活かせると感じた

◼ 講演の内容が面白かった
◼ 大学では得られない新しい体

験ができ、視野が広がるよう
な知識を勉強できた

◼ セールス、ピッチ、思考法等
勉強になるものが多く、実践
的なスキルを身につけた

◼ 自主性、リーダーシップにつ
いて勉強できた

◼ バックグランドが異なる学生
から斬新なアイデアを得られ
て、やりがいが大きかった

◼ チームメンバーからアドバイ
スをもらい、勉強になったの
で、今後も交流を続けたい

◼ チームメンバーと交流するこ
とにより、自分のアイデアへ
の自信がついた

◼ グループワークが充実していた
◼ 意識の高い同世代の学生と出会

えた
◼ 他大学の学生と交流できた
◼ 一人では学ぶことのできない経

験やマインドをグループワーク
を通じて身につけることができ
た

コ

ン

テ

ン

ツ

交

流

1

2

受

講

者

の

満

足

度

の

高

い

事

項

【C-10】

参照
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実施後のご意見概要

汎用性の高いプログラムの各大学への展開結果

各大学への展開【C-12】

プログラム計画時の狙い

(C) プログラムの開発

教職員向けアンケート 教職員座談会

◼ 自大学のプログラムとの連携意向
• 自大学で本プログラム、プラット

フォームの活用方法を検討したい
• 自大学のプログラムとの連携を検

討したい
• グループワークの手法について自

大学で応用できると思った

◼ 地域連携の意向
• 複数の大学による共同運営や地域

単位の大学での共同運営が考えら
れる

◼ 自大学の教職員の育成の意向
• 自大学の教職員の教育に繋げたい

◼ 自大学の制度変更への意向
• 本プログラムを自大学で単位化/

必修化したいと感じた

• 自大学のプログラムとの連携に関する意向や地域連携に関する意向が多く
挙がっている

• 各地域の課題を取り上げたフィールドワーク等の実践形式のプログラムの
開発が重要であり、各地域の特徴を踏まえたプログラムのカスタマイズが
必要となる

• アントレ教育のプログラムが不足して
いる上に、大学内外での連携も十分に
取れておらず、学生に対してアントレ
教育のプログラムを十分に提供するこ
とができていない

課題

• アントレ教育を受講したくても受講で
きない学生に対して、オンラインプロ
グラムを全国規模で実施することで、
受講の機会を提供するべきではないか

• 全国プログラムのノウハウを各大学で
活用し、地域や大学の特性や事情を踏
まえた多様なプログラムの開発が必要
なのではないか

仮説

• アントレ教育の醸成段階のベースとな
るプログラムを開発した上で、全国プ
ログラムと連携し各地域でフィールド
ワーク等につながるプログラムの開発
への関心や可能性について検証する

狙い

◼ 自大学のプログラムとの連携意向
• 本プログラムの次のステップとし

て、本格的にビジネスプランを作
る後続フェーズも用意するべきで
はないか

• “地域を見直す”という講義の中で、
体系的な授業設計を取り入れたい

• 実際にオンラインツールを自大学
で活用し、学生のグループワーク
で使用した

◼ 地域連携の意向
• 地域と連携することで、課題解決

など体験的な学びができる
• オンラインプログラムを活用しつ

つ、各地域の特徴に根差したアン
トレ教育を検討する必要がある

✓ 全国プログラムを傍聴した教職員からは自大学のプログラムとの連携や地域との連携について、多くの意見をいただいた

✓ 汎用性の高い全国プログラムを活用し、地域との連携による地域課題を取り上げてカスタマズすることが重要と考えられる
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【第5節】 (D) プログラムの運営に関する検討
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✓ 本節では(D)プログラムの運営の論点の初期仮説を検証し、アントレプレナーシップ教育における目指すべきエコシステムの

検証を行う

本節の検証論点【D-1】

66

学生

提
供
側

利
用
側

運営・企画

アントレ教育プラットフォーム

学生 学生

教育プログラム

効率的に受講者をプログラムに送りこむ

大学

運営

ノウハウ

受講
受講

受講

プログラムで得たノウハウを自大学に還元する方法

プログラムの効果検証

広報

指導

教職員

アントレプレナーシップ教育における目指すべきエコシステムの仮説

指導

教職員

指導者
コミュニティ

C

D

B E
学生

コミュニティ

A

調査・分析を通じ、具体化するべき論点

指導

教職員

初期仮説

全国の学生を対象とし

てアントレ教育の認知

・関心を高めるための

情報発信および受講意

欲を高めるための学生

コミュニティの設計・

運営

プログラムの効果測定

と改善方法の確立

A

E

受講機会の創出

PDCAサイクル

による検証

検証すべき論点

各大学間の連携

によるノウハウ

共有の促進

ステーク

ホルダーの

参加促進

プログラム

の教育的

価値の向上

分類

指導者の参加を促し、

活発な交流を実現

B

教育的価値の高いプロ

グラムの開発

円滑かつ効率的な運営

手法の確立

C

D

全国規模で大人

数に提供でき、

教育効果の高い

プログラムの

開発と運営

講師を積極的にプラットフォーム参画させる

ベン
チャー

起業

起業/連携

(D) プログラムの運営



✓ アントレプレナーシップ教育の裾野拡大における、プログラムの運営には、円滑な運営体制の構築と、学生の疑問や不安を解

消するフォローアップ体制の整備と、学生のコミュニティの活性化させる運営方法の確立が重要である

現状と目指す姿【D-2】
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(D) プログラムの運営

現状 目指す姿

今
後
の
方
向
性

① 講義やグループワークにおいて円滑かつ効率的な運営ができるような体制を整備
② 各地域や各大学の教職員等を巻き込み、学生の疑問や不安を解消するためのフォローアップ体制を整備
③ 学生のコミュニティの活性化を促し、学生間の交流を活性化させ、相互学習を促進させる運営体制を整備

各大学

② ③ 下記のようなステークホルダーを巻き込み、学生にとって効果的なプログラムの運営を実現
✓ TA：教職員がフォローしきれない領域について、学生へのフォローを実施
✓ 事務局：オンラインプラットフォームの環境整備や学生コミュニティの形成を支援し、活発な交流・相互学習を促進
✓ 民間企業：学生コミュニティの活性化に関するノウハウの提供

ステー

クホル

ダー

アントレ教育のプログラムを円滑に実施する運営体制やフォローアップの
体制が整っておらず、学生への効果的な学習の提供が困難な状況である

講義やグループワークを円滑に運営し、学生の疑問や不安を解消するための
フォローアップ体制を整備し、学生のコミュニティの活性化を促す運営が必要

学生への教育効果を高めるためのオンラインならではの
インタラクティブな交流を促進させる運営方法が未確立

大学リソースの不足

サポーターの不足

事務局の不足

マニュアル整備 アナウンスメント

学生間交流の
促進のノウハウ

インフラ整備

運
営
体
制
の
未
整
備

運
営
方
法
の
未
確
立

①円滑な講義の体制が未整備 ②フォローアップの体制が未整備

③学生に効果的な学習を与える運営方法が未確立

運
営
体
制
の
整
備

効
果
的
な
運
営
方
法
の
確
立

①円滑な運営体制の構築

③学生のコミュニティの
活性化を促す運営

問合せ、
トラブル

シューティング

アナウンス
メント

交流促進の
ノウハウ

マニュアル
整備

講義外
説明会

インフラ
整備

講義内

②フォローアップ体制の整備

教職員の巻き込み

TAの組織化

事務局の機能強化

学生間の交流・学び

講義外

講義・グループワーク



✓ アントレプレナーシップ教育の裾野拡大における、(D)プログラムの運営の課題には「運営体制の未整備」と「運営方法の未

確立」が挙げられ、全国プログラムの運営を通してそれらの課題の解消を図った

課題と検証内容【D-3】

✓ 各大学のリソース不足の状況を踏まえ

て、大人数に提供でき、全国どこから

でも参加できるオンライン形式のプロ

グラムを効率的かつ効果的に運営する

必要がある

✓ 講義やグループワーク等の教育的な効

果が損なわれないようにオンライン上

でのインタラクティブなやり取りがで

きる体制を整備する必要がある

検証すべき事項

✓ オンラインで学生の受講環境を整え、

学生と教職員や学生同士のコミュニケ

ーションの質が担保される運営方法の

確立が必要である

✓ オンライン形式ならではの講義時間外

の学生同士による自発的でインタラク

ティブな交流が実現できる学生のコミ

ュニティ形成していくべきである

プログラムの運営

検証内容

✓ アントレ教育を指導できる

人材だけでなく、運営する

人材も不足している

✓ 大学内外での協力・支援の

体制が整っていない

✓ 教職員が指導に集中でき、

学生の受講環境を整える

事務局機能が未整備であり

、プログラムの運営方法が

確立されていない

運営

体制の

未整備

アントレ教育の課題

運営

方法の

未確立

昨年度の調査結果 今年度の調査内容

(D) プログラムの運営

受講者の効果的な学びにつなげ

るために、オンライン形式なら

ではのインタラクティブな受講

環境の整備・運営について検証

する

オンラインコミュニティの運営

オンライン形式でのプログラム

の円滑かつ効率的な運営方法や

運営体制について、本プログラ

ムを通して実証する

オンラインプログラムの運営
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✓ (D)プログラムの運営の2つの検討項目については、プログラムを通して学生と教職員の双方の反応を検証した

✓ オンラインプログラム運営に係る工夫とオンラインコミュニティ運営に係る工夫について解釈・考察を整理した

検証結果と解釈・考察【D-4】

✓ 同時に大規模の学生が受講できる環境を整

備したが、オンラインツールの使い勝手に

ついては課題として挙がった【D-9】

✓ プログラムを受講した学生の事務局サポー

トへの評価は高く、アンケート回答者の80

％以上が高評価をしているが、受講前の事

前レクチャー等を求める声も出た【D-8】

検証結果

✓ プログラムでの失望体験を減らすためには

、学生へのフォローアップ体制の構築が必

要であると意見をいただいた【D-7, D-9】

検証方法

オンライン形式のプロ

グラムの運営を行う上

で必要となる、受講環

境の整備とフォローア

ップ体制について、実

証的に全国プログラム

を通して、学生や教職

員の反応を検証する

オンラインならではの

インタラクティブな交

流や学びにつなげるた

めの運営上の工夫を検

討し、受講環境を整え

、学生へのアンケート

や座談会にて検証する

✓ 学生と教職員の双方にとって快

適なオンラインプログラムの運

用方法の検討が必要である

✓ 教育効果を担保させるために、

グループ編成の在り方等の学生

間のコミュニケーションを促進

させる仕組み作りについて今後

検討が必要であると考えられる

✓ 学生の失望体験を減らすために

、学生の疑問や不安を解消する

フォローアップ体制の構築が必

要であると考えられる

✓ 学生間の交流を活性化させ、

学生同士の学び合いを通して、

自発的な成長につながるような

仕掛けがオンラインプログラム

においては重要である

(D) プログラムの運営

検証項目

オンライ

ンコミュ

ニティの

運営

オンライ

ンプログ

ラムの

運営

受講環境の整備

フォローアップ体制の構築

✓ 学生間の交流が促進されるように、 Teams

上にてチャネルを作成した結果、期間中の

投稿件数が約4,500件となった【D-11】

学生間の交流の促進

✓ プログラムを受講した学生の失望体験はグ

ループワーク関連が最も多かった【D-10】

✓ グループワークでの議論を活性化させるた

めに、グループの人数や学生間のスキルや

マインドセットを考慮したグループの編成

が必要ではないかと意見が出た【D-10】

グループワークの活性化に向けた工夫

オンラインプログラム運営に係る工夫

解釈・考察

オンラインコミュニティ運営に係る工夫

✓ 学生への受講前のレクチャーを

含むフォローアップが必要であ

ると考えられる
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✓ 今年度の検証結果から得られた解釈・考察に基づき、事務局機能の強化や教職員コミュニティの巻き込みや効果的なプログラ

ムのさらなる実証としてオンラインコミュニケーションの円滑化と学生間の活発な交流の実現の今後の方向性を整理した

今後の方向性【D-5】(D) プログラムの運営

解釈・考察 今後の方向性（提案）

事務局機能の

強化

教職員

コミュニティ

の巻き込み

✓ オンラインプログラムの運営のブラッシュアップ

や学生の意識改革（当事者意識形成）につながる

フォローアップ体制の構築に向けて、今後検討を

進めるために事務局機能の強化が必要である

✓ 活発な学生のコミュニティの形成に向けた仕掛け

をオーガナイズする事務局が必要であり、学生の

自発的な学びの機会の創出を検討するべきである

✓ 学生へのフォローアップの体制を構築していく上

で、各地域や各大学の教職員を巻き込むために、

教職員のネットワーク形成を検討するべきである

検証項目

オンライ

ンコミュ

ニティの

運営

オンライ

ンプログ

ラムの

運営

✓ 学生と教職員の双方にとって快

適なオンラインプログラムの運

用方法の検討が必要である

✓ 教育効果を担保させるために、

グループ編成の在り方等の学生

間のコミュニケーションを促進

させる仕組み作りについて今後

検討が必要であると考えられる

✓ 学生の失望体験を減らすために

、学生の疑問や不安を解消する

フォローアップ体制の構築が必

要であると考えられる

✓ 学生間の交流を活性化させ、

学生同士の学び合いを通して、

自発的な成長につながるような

仕掛けがオンラインプログラム

においては重要である

オンラインプログラム運営に係る工夫

オンラインコミュニティ運営に係る工夫

✓ 学生への受講前のレクチャーを

含むフォローアップが必要であ

ると考えられる

✓ グループワークの効果的な実施に向けて、学生の

属性やスキルや多様性等の観点を踏まえて、グル

ープの編成の在り方等を含む運営についてさらな

る実証が必要である

✓ 学生間の活発な交流を実現させるために、学生同

士の学び合いを通した自発的な成長を促すための

受講環境やプログラムの在り方について、今後さ

らなる実証が必要である

オンライン

上のコミュ

ニケーショ

ンの円滑化

✓ オンラインプログラムの目的や内容を踏まえた

オンラインツールを含む運営ロジ面については、

オンライン上のコミュニケーションをより円滑に

するために今後も継続した実証が必要である

学生間の

活発な交

流の実現

効
果
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
さ
ら
な
る
実
証
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オンラインプログラム運営上の懸案点に対する取組内容のまとめ

運営上の懸案点と取組内容【D-6】(D) プログラムの運営

工夫した取組内容運営上の懸案点（初期仮説）

オンライン

プログラム

の運営に

係る懸案点

オンライン

コミュニテ

ィの運営に

係る懸案点

✓ 大人数が同時にアクセスし、講

義及びグループワークができる

ようなオンラインツールの選定

が必要だと考えられる

✓ プログラムの内容や目的に応じた受

講環境を整備するために、大規模な

同時アクセスでも安定した講義がで

きる体制を構築した

✓ オンラインならではの講義時間

外における学生間でインタラク

ティブな交流を促せるような環

境の整備が重要だと考えられる

✓ オンライン形式のプログラムを

実施する上で、学生の不明点を

解消するアナウンスやサポート

が必要だと考えられる

✓ オンライン形式のプログラムに

おいて、学生のグループワーク

を活性化させるための工夫が必

要だと考えられる

✓ 受講者同士が自由に交流できるよう

な場を設定し、自己紹介やイベント

交流等のアイスブレイクができる受

講環境を用意した

✓ 事務局による問合せ窓口を設置し、

学生の不明点に対して対応した

✓ 宿題や講義のリマインド等のアナウ

ンスを実施した

✓ プログラムの内容や学生の出席状況

等に応じた柔軟なグループの組成を

実施した

✓ アシスタントを体制に加え、グルー

プワークの巡回やサポートを行った

✓ 学生が安心してプログラムを受

講できるように、講義前に教材

やサポート資料等の共有が必要

だと考えられる

✓ オンラインプログラムの受講に関す

るマニュアル類を整備し、プログラ

ムの予習動画や振り返り動画等のオ

ンデマンド動画配信を実施した

検証結果

【D-9】

参照

【D-11】

参照

【D-7】

【D-9】

参照

【D-7】

【D-10】

参照

【D-8】

参照

受講環境

の整備

グループワ

ークの活性

化に向けた

工夫

フォロー

アップ

体制の構築

学生間の

交流の促進

✓ 全国プログラムを実施する上で、運営上の懸案点を事前に整理し、「受講環境の整備」「フォローアップ体制の構築」「グ

ループワークの活性化に向けた工夫」「学生間の交流の促進」のそれぞれの論点について取り組むべき内容をまとめた
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✓ 講師が学生に講義をオンラインで
円滑に提供するために、事務局は
アシスタント累計約40名を組織
し、受講環境の整備を行った

提供側

事務局の運営体制

フォローアップ体制の構築【D-7】

ZOOM

グループ_1 グループ_2 グループ_X

一斉講義

移動

講義

グループ
再編成
ヘルプ
部屋学生

講師

事務局

再編成予備X

1
2

3

4

5

移動

Teams

事務局の体制

(D) プログラムの運営

学生

講師

文部科学省

事務局

アシスタント
（累計約40名）

講義

支援

各講義でのフォローアップ体制

✓ オンラインで同時に大規模の学生が受講できるように、講義をZOOM、グループワークを
Teamsで実施した

✓ グループワークがメインであるプログラムにおいては各回にアシスタントを約10名手配し、
各グループを巡回させ、トラブル発生時や学生からの問い合わせに対応した

✓ メンバーの欠席でグループワークができない場合、事務局にて新規のグループを編成した

ZOOMにて一斉

講義を実施 2つのツールを講義

とグループワーク

で行き来する グループワークを円滑

に進めるためにフォロ

ーアップを行う

事務局

Teamsにて

グループワーク

を実施

巡回

✓ 講師が学生に対して円滑に講義を実施し、学生が学びやすい受講環境を整備する上で、事務局の体制やフォローアップ体制の

構築は重要であり、本事業ではアシスタント累計約40名を体制に加え、プログラムの運営及び学生のフォローアップを行った
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グループワーク



事務局のサポートに関する学生向けのアンケートからの結果

受講環境の整備【D-8】(D) プログラムの運営

• 大学で学生のサポートを行う体制を構築するた
めに、大学ごとの参加者情報を共有してほしい

1

8

21

45

4

4

24

56

71

4

4

1＝まったくよくなかった

2

3

4

5＝非常によかった

コース1受講

コース2受講

両方のコース受講

受講終了後学生向けアンケート（N=242）
「当プログラムの事務局サポートはどうでしたか」

120

81

32

5

4

(49.6%)

(33.5%)

(13.2%)

(2.1%)

(1.7%)

教職員

受講者

• グループ再編成の対応がスムーズだった
• チーム内の連帯感を向上させるために、カメラ

をオンにするための呼びかけが必要ではないか
• ファシリテーターの設定は必要だと感じた

✓ オンラインプログラムとオンラインコミュニティの双方の観点における運営上の工夫を実施したところ、受講者の83.1％は

事務局のサポートについては高評価であり、座談会等ではさらなる事務局機能の強化に関する意見もいくつか挙げられた
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Nは回答者数

運営上の工夫

オンライン

プログラム

の運営の

観点

オンライン

コミュニテ

ィの運営の

観点

✓ 講義の予習と復習を促進するため

の講義資料や動画を配信する

✓ 事前に講義内容や必要な準備等に

ついて告知を行う

予習と復習

✓ オンライン上でのファイル編集や

共有可能な環境を整備する

✓ 学生に宿題に関する案内を行い、

問い合わせにも対応する

宿題

✓ プログラム開催前、開催後の諸連

絡事項を事務局から発信する

✓ 参加者の興味関心が惹かれるよう

な体裁で情報を発信する

アナウンス

✓ オンラインプログラムを円滑に進

めるためにマニュアルを作成する

✓ 学生、教職員、アシスタント向け

の3種類のマニュアルを作成する

マニュアル

✓ プログラム開催前のアイスブレイ

ク、プログラム開催後の意見交換

を実施し、学生の不安の解消や学

生へのアドバイスの提供を行う

オフィス

アワー



失望体験の「受講環境」の内訳

※複数回答可であるため重複有

受講環境に関する学生向けのアンケートからの結果

受講環境の整備【D-9】(D) プログラムの運営

• プログラムを進める上で、オンラインツール
の様々な機能を使用するのであれば、使い方
についての説明があるとよい

• 2つのツールを行き来する手間がかかったため、
ツール利用の事前レクチャーがあるとよい

6

3

8

13

18

22

31

23

10

11

29

35

47

91

1

1

1

3

3

0 50 100 150

その他

プログラム：宿題

プログラムの内容の難易度が高い

制度(単位互換)

受講環境

開催時期

プログラム/グループワークが不十分

コース1受講

コース2受講

両方のコース受講

受講終了後学生向けアンケート（N=242）
「本プログラムを通して失望するような体験はありましたか」
※複数回答可であるため重複有
※各分類で人数カウントをしている

19

125

14

72

43

54

29

2

18

2

34 1

講師、事務局のサポートが不十分だった

講義・コミュニケーション用のツールが

使いにくかった
53

4

講義・コミュニケーション用のツールが

使いにくかった

講師、事務局のサポートが不十分だった

(51.7%)

(29.8%)

(22.3%)

(17.8%)

(7.9%)

(5.8%)

(12.0%)

受講者

✓ 全国プログラムを受講した学生の失望体験で3番目に多かったのが、「受講環境」に関するもので54名（22.3％）であった

✓ オンラインツールを使った講義やグループワークの経験の少ない学生に対するフォローは必要であると考えられる
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Nは回答者数

（N=54）



失望体験の「プログラム/グループワークが不十分」の内訳

※複数回答可であるため重複有

グループワークに関する学生向けのアンケートからの結果

グループワーク活性化の工夫【D-10】(D) プログラムの運営

受講終了後学生向けアンケート（N=242）
「本プログラムを通して失望するような体験はありましたか」
※複数回答可であるため重複有
※各分類で人数カウントをしている

7

9

23

16

29

68

1

2

プログラムの内容が物足りなかった

グループワークの議論が活発ではなかった

グループワークの時間が足りなかった 93

38

24

6

3

8

13

18

22

31

23

10

11

29

35

47

91

1

1

1

3

3

0 50 100 150

その他

プログラム：宿題

プログラムの内容の難易度が高い

制度(単位互換)

受講環境

開催時期

プログラム/グループワークが不十分

コース1受講

コース2受講

両方のコース受講

19

125

72

43

54

29

14

• グループワークの時間が短く、意見の整理が
十分にできなかった

• グループ間の温度感が異なり、グループワー
クの質を確保するため、教職員やTA、ファシ
リテーターの関与が必要だと考えられる

• グループに脱落者がいて十分な議論ができな
かったため、受講により得られる成果の提示
や単位認定等の受講のインセンティブを明確
に打ち出す必要があったのではないか

受講者

✓ 全国プログラムを受講した学生の失望体験で最も多かったのが「プログラム/グループワークが不十分」であり、125名

（51.7％）と過半数以上の学生が物足りなさを感じており、グループワークの活性化の方法は今後検討していくべきといえる
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Nは回答者数

（N=125）

(51.7%)

(29.8%)

(22.3%)

(17.8%)

(5.8%)

(12.0%)



結果

学生間の交流状況

学生間の交流促進【D-11】

コース1

(D) プログラムの運営

コース2 コース共通 （学生間の）自由交流

• 作成チーム数：10件
（コース1関連、コース2関連、コース共通、
特別講義関連、自由交流、教職員交流用、
アシスタント間連携用）

• 運営期間：2021年12月上旬～2022年3月上旬（90日間）
• 合計投稿件数：約4,500件※

• 平均投稿件数：約50件/日（【参考】Fレックス※の平均投稿件数は約180件/日）

• 作成チャネル数：約800件
（アナウンス関連、グループワーク関連、
問い合わせ関連、交流関連）

参加学生・傍聴教職員からのご意見

計画

• オンライン形式において、
自発的に学生がインタラ
クティブな交流を行う運
営体制が整っておらず、
各大学にノウハウとして
も蓄積されていない

課題

• オンラインプログラムに
おいて、学生への教育的
効果を向上させ、継続率
を確保するために、イン
タラクティブな交流は重
要である

仮説

• オンラインならではの学
生同士の交流を促進し、
協調学習につながるコ
ミュニティの形成を図る

• 投稿件数やユーザーアク
ティビティを通じて活発
度を測る

狙い

作成チーム・作成チャネルイメージ

• グループワークに教職員も参加す
るれば、ファシリテートを行い、
学生同士のコミュニケーションを
サポートすることもできるだろう

教職員受講者

• プログラムを通じて他の学生と
有意義な交流ができ、刺激を得た

• プログラムで知り合った学生とは
今後も継続して交流したい

✓ オンラインプログラムならではの講義時間外にも学生同士が主体的に学び合い、交流できる環境を整備した

✓ 期間中の投稿件数は約4,500件となり、本プログラムで知り合った学生と今後も交流したいという声も座談会で挙がった

76
※ 投稿、返信も含む（講師や事務局の投稿も含む）
※ Fレックス（福井県学習コミュニティ推進協議会）は2008年開始の福井県大学間連携プロジェクトで、県内の大学生、教職員、卒業生、地方の方が参加し、運用開始から1年5か月間で、
プログやコミュニティへの書き込みは平均180件/日、登録者数約7000人



【第6節】 (E) プログラムの評価に関する検討
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✓ 本節では(E)プログラムの評価の論点の初期仮説を検証し、アントレプレナーシップ教育における目指すべきエコシステムの検

証を行う

本節の検証論点【E-1】

78

学生

提
供
側

利
用
側

運営・企画

アントレ教育プラットフォーム

学生 学生

教育プログラム

効率的に受講者をプログラムに送りこむ

大学

運営

ノウハウ

受講
受講

受講

プログラムで得たノウハウを自大学に還元する方法

プログラムの効果検証

広報

指導

教職員

アントレプレナーシップ教育における目指すべきエコシステムの仮説

指導

教職員

指導者
コミュニティ

C

D

B E
学生

コミュニティ

A

調査・分析を通じ、具体化するべき論点

指導

教職員

初期仮説

全国の学生を対象とし

てアントレ教育の認知

・関心を高めるための

情報発信および受講意

欲を高めるための学生

コミュニティの設計・

運営

プログラムの効果測定

と改善方法の確立

A

E

受講機会の創出

PDCAサイクル

による検証

検証すべき論点

各大学間の連携

によるノウハウ

共有の促進

ステーク

ホルダーの

参加促進

プログラム

の教育的

価値の向上

分類

指導者の参加を促し、

活発な交流を実現

B

教育的価値の高いプロ

グラムの開発

円滑かつ効率的な運営

手法の確立

C

D

全国規模で大人

数に提供でき、

教育効果の高い

プログラムの

開発と運営

講師を積極的にプラットフォーム参画させる

ベン
チャー

起業

起業/連携

(E) プログラムの評価



✓ アントレプレナーシップ教育の裾野拡大における、プログラムの評価には、プログラムの評価には、教育効果の測定の観点で

は、アントレ教育の研究の促進や教育効果の指標の測定及び中長期的な観測、一方でアントレ教育の裾野拡大の観点では、教

育フェーズごとに全国プログラムと各大学が互いに補い合う座組の取組みが重要である

現状と目指す姿【E-2】
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現状 目指す姿

今
後
の
方
向
性

① 教職員の研究成果を研究者がアクセス可能なデータベースに蓄積し、共有することにより、アントレ教育の学術研究を促進
② 学生のロールモデルを提示した上で、教育効果の測定指標を設定し、指標に関する中長期的な測定を実施
③ 全国プログラムとの連携を強化し、教育フェーズごとに互いに補い合う座組の取組みを促進

各大学

③ 下記のようなステークホルダーを巻き込み、オンラインとオフラインが補完するような評価体制を提供
✓ 大学：オフライン環境において全国プログラムの広報を実施し、学生の身近な存在としてのフォローアップを実施
✓ 企業、自治体：実践的なフィールドワークの場を提供し、

ステー

クホル

ダー

(E) プログラムの評価

アントレ教育に関する
研究者が不足しており、
その上で大学間・教職
員間での連携も不足し
ている

個々の学生の教育効果の
評価が十分にできていない

大学のリソース不足と大学間の連携
不足により、整備できていない

地域を巻き込んだ実践の機会の創出
が不十分

③ 下記のようなステークホルダーを巻き込み、教育フェーズごとに補完し合う形を検討することでプログラムの在り方を実現
✓ 自治体：アントレプレナーシップ醸成の段階では全国プログラムをサポートし、アントレプレナーシップ発揮の段階では各大

学と連携し実践的なフィールドワークの場を提供する
✓ 民間企業：アントレプレナーシップ醸成の段階では全国プログラムをサポートし、アントレプレナーシップ発揮の段階では各

大学と連携し実践的なフィールドワークの場を提供する

ステー

クホル

ダー

①アントレ教育の
研究が不足

アントレ教育の研究が不足しており、個々の学生の教育効果の測定が十分
にできておらず、プログラムの在り方の検討も不十分な状況である

ロールモデルの設定等を通した個々の学生の教育効果の測定方法の確立や
教育フェーズごとに全国プログラムと各大学が補い合う座組の取組みが重要

アントレプレナーシップ醸成 アントレプレナーシップ発揮

②個々の学生
のアントレ教
育の教育効果
が十分に測定
できていない

③大学のリソース不足、大学や地域との連携不足に
よりアントレ教育の整備が行き届いていない

アントレプレナーシップ醸成 アントレプレナーシップ発揮

受講者アンケート結果
などを匿名化したデータ
を蓄積

論文量産

①アントレ教育の研究の促進

学生

②ロールモデルに基づく教育
効果の指標の設定及び中長期
的な観測

③教育フェーズごとに全国プログラムと各大学が
互いに補い合う座組の取組みの検証および促進

メイン

全国プログラ
ムにて学生の
意識醸成

全国プログラム
のサポート

大学 企業

グループ
ワーク

フィールド
ワーク

全国プログラムのプラッ
トフォームを通して、ス
テークホルダーと連携

メイン

サポート サポート

ロールモデル

データベース

個
々
の
学
生
の
教
育

効
果
測
定
の
確
立

ア
ン
ト
レ
教
育
の
裾
野
拡
大
に

お
け
る
全
国
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

あ
り
方
の
評
価
と
検
証

ア
ン
ト
レ
教
育
の
裾
野
拡
大
に

お
け
る
全
国
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

あ
り
方
の
評
価
の
未
確
立

個
々
の
学
生
の
教
育

効
果
測
定
の
未
確
立



✓ アントレ教育の裾野拡大における、(E)プログラムの評価の課題には「個々の学生への教育効果の評価の方法」と「プログラム

の在り方の評価方法」が確立されていない点が挙げられ、実証的なプログラムの提供を通してそれらの課題の検討を図った

課題と検証内容【E-3】

✓ 海外のアントレ教育の研究

内容等を踏まえ、実際にプ

ログラムを学生に提供して

、個々の学生への教育的効

果を測定すべきではないか

✓ 企画・実施だけでなく、個

々の学生の教育効果の測定

結果を基にPDCAサイクル

を回し、プログラムの継続

的な改善が必要ではないか

検証すべき事項

✓ 各地域・各大学の課題を踏

まえ、国としてのアントレ

教育のプログラムの効果測

定を通して、アントレ教育

のプログラムの在り方を検

討した

✓ 検証結果を踏まえて、アン

トレ教育の裾野拡大におけ

るステークホルダーの役割

や位置づけを明確にするべ

きではないか

✓ アントレ教

育の有効性

を示すため

に、教育的

効果の評価

方法を確立

させる必要

がある

✓ アントレ教

育の裾野拡

大に資する

効果的なプ

ログラムの

在り方につ

いて検討し

、ステーク

ホルダーの

役割や位置

づけを明確

にする必要

がある

プログ

ラムの

評価

検証内容

✓ アントレ教育の研究に対す

る支援が不足している

✓ アントレ教育の有効性を示

す評価指標の設計方法、教

育的効果の測定方法が確立

されていない

✓ アントレ教育の裾野拡大お

よび教育効果を最大化させ

るための、プログラムの在

り方について検討が十分に

できていない

✓ 各地域・各大学での役割や

国としての役割を俯瞰的に

捉えた最適なプログラムの

設計や運営ができていない

個々の

学生へ

の教育

効果の

評価の

方法の

未確立

アントレ教育の課題

プログ

ラムの

在り方

の評価

方法の

未確立

昨年度の調査結果 今年度の調査内容

(E) プログラムの評価

個々の学生への教育

効果の評価の方法が

確立されていない課

題に対し、実証的に

プログラムを学生に

提供し、そのプログ

ラムが学生に与えた

教育効果を測定する

全国規模で裾野拡大

を推進する上で有効

だと思われるアント

レ教育の醸成段階の

プログラムを実施し

、学生や教職員の反

応を検証する

全国プログラムの

在り方の評価

個々の学生の

教育効果の測定
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✓ (E)プログラムの評価の2つの検討項目については、本事業でのプログラムの提供を通して、実証的に評価を行い検証した

✓ 中長期的な定点の教育効果の測定とオンラインとオフラインの連携について解釈・考察を整理した

検証結果と解釈・考察【E-4】

✓ アントレ教育に関する研究が国内で

不足している課題を踏まえ、各大学

での効果測定の手法の確立が必要で

あり、本事業で実施した効果測定の

結果を用いて研究を促進させるべき

だと考えられる

✓ さらに、アントレ教育の中長期的な

効果を測定するために、データを蓄

積していき、定期的に効果を見てい

くべきではないかと考えられる

解釈・考察

✓ オンラインプログラムをベースとし

、オンラインではフォローアップし

きれない部分や実践の機会の創出に

ついては各地域や各大学と連携して

いく必要がある

✓ アントレ教育の醸成段階においては

オンラインの良さを活かし、アント

レ教育の実践段階においてはオフラ

インの実践的なプログラムにつなげ

ていくことが望ましいと考えられる

(E) プログラムの評価

検証項目

全国プロ

グラムの

在り方の

評価

個々の

学生の

教育効果

の測定

検証方法

プログラムの内容や目

的に応じた評価指標を

設定し、本事業でプロ

グラムを提供した上で

、アンケート等を通し

て、学生への教育効果

を測定し、プログラム

の評価を行う

各地域・各大学のサポ

ートを受けながら、ア

ントレ教育の醸成段階

のプログラムをオンラ

イン形式にて全国規模

で実施し、学生への教

育的効果の結果や各座

談会での反応等を踏ま

えて、プログラムの在

り方について検討する

✓ プログラムの内容や目的に応じた評価指標

を設定し、オンラインプログラムを受講し

た個々の学生に対して教育効果を測定した

【E-6, E-7, E-8】

✓ 本プログラムの教育効果の測定の研究につ

いては、プログラムを開発した両講師にて

論文化が進められている（なお、本論文化

は本調査の対象外） 【E-6, E-7, E-8】

検証結果

個々の学生の教育効果の測定

✓ 本プログラムの受講者のアンケートでは「

オンライン・オフラインによる同時開催」

の回答が多く、実践の機会や外部との連携

に対する要望も多かった【E-11, E-12】

オフラインとの融合の必要性

✓ オンライン形式のプログラムは、受講機会

の創出やアントレプレナーシップの醸成の

観点においては、受講者にとって有益であ

ったと考えられる【E-10, E-12】

オンラインでのプログラム提供の評価

中長期的な定点の教育効果の測定

オンラインとオフラインの連携
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✓ 今年度の検証結果から得られた解釈・考察に基づき、個々の学生への評価や全国プログラムの在り方の評価における今後の方

向性を整理した

今後の方向性【E-5】(E) プログラムの評価

検証項目

全国プロ

グラムの

在り方の

評価

✓ アントレ教育に関する研究が国内で

不足している課題を踏まえ、各大学

での効果測定の手法の確立が必要で

あり、本事業で実施した効果測定の

結果を用いて研究を促進させるべき

だと考えられる

✓ さらに、アントレ教育の中長期的な

効果を測定するために、データを蓄

積していき、定期的に効果を見てい

くべきではないかと考えられる

解釈・考察

✓ オンラインプログラムをベースとし

、オンラインではフォローアップし

きれない部分や実践の機会の創出に

ついては各地域や各大学と連携して

いく必要がある

✓ アントレ教育の醸成段階においては

オンラインの良さを活かし、アント

レ教育の実践段階においてはオフラ

インの実践的なプログラムにつなげ

ていくことが望ましいと考えられる

中長期的な定点の教育効果の測定

オンラインとオフラインの連携

今後の方向性（提案）

個々の学生へ

の評価

全国プログラ

ムの在り方の

評価と検討

✓ アントレ教育の研究を促進させるために、アント

レ教育の研究結果の論文化や研究用データプラッ

トフォームの整備を行うべきである

✓ 中長期的かつ定期的な定点の評価の実施が必要で

ある

✓ 各プログラムを開発する上では、ロールモデル等

を明確化し、評価指標を検討する必要がある

✓ アントレ教育の教育フェーズを分けた上で、全国

プログラムと各大学実施のプログラムの双方の強

み・弱みを補い合う役割を明確にし、各地域や各

大学と連携を図り、全国プログラムの開発や運営

を行う必要がある

✓ アントレプレナーシップ醸成の段階では、全国プ

ログラムにて学生の意識醸成を図り、アントレプ

レナーシップ発揮の段階では、各大学にて実践的

な機会を提供するべきではないか
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プログラムの評価測定指標・評価方法の概要

学生の教育効果の測定【E-6】(E) プログラムの評価

目的

測定
アプローチ

評価測定
指標

今後の展望

コース1 コース2

◼ 受講者の習得度評価、プログラムへの満足度評価
を実施することにより、プログラムによるコンピ
テンシーの形成の教育効果を評価する

◼ 受講者へのアンケート評価を通じて、プログラム
による動機付け・意識醸成及びコンピテンシーの
形成の教育効果を評価する

◼ ルーブリック評価による5段階の自己評価を通じて、
評価測定指標である3つのスキルの習得度を測定する

◼ 3日間のプログラムにおいて、各日の講義終了後に測
定する

◼ プログラム受講者（トリートメント群）と非受講者
（コントロール群）への測定をし、プログラムの教
育効果の測定する

◼ 教育効果の測定は、3回のタイミング（T1,T2,T3）
にて実施する ※詳細は【E-8】参照

◼ 3つのスキルを評価測定指標として設定
✓ 問題の本質をとらえる力
✓ アイデアを考え出す力
✓ 提供すべき価値の定義・実装する力

◼ 下記のような評価測定指標を設定
✓ インテンション
✓ コンピテンシー
✓ パッション
✓ エフェクチュエ―ション など

◼ 離脱者をフォローできるような形成的評価を実施し、
受講者へのフォローアップの方法や、受講者の習熟
度を向上させるための方法を検討する

◼ 学会での公表等を行い、アントレ教育に関心を持つ
教職員の意識醸成を図る

◼ 受講者に対して受講修了半年後（T3）にアンケート
を実施し、中長期的なプログラムの効果を測定する

◼ プログラム効果に関する研究結果を論文化し、アン
トレ教育分野の先行研究として寄与する

コース1 コース2

✓ コース1では、評価測定指標として3つのスキル挙げ、これらの習得度を通じてコンピテンシーの形成に関する評価を実施した

✓ コース2では、網羅的に評価測定指標を設定し、動機付け・意識醸成及びコンピテンシーの形成に関する評価を実施した
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✓ コース1では、3つのスキルを評価測定指標とし、5段階のルーブリック評価を実施した

✓ プログラムの目的や狙いを記載したコースポリシーを受講者に共有し、学びに対する動機付けを行った

コース1の評価測定指標・評価方法の詳細

学生の教育効果の測定【E-7】
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(E) プログラムの評価

3つのスキル 測定項目

一
日
目

スキル①：
問題の本質を
とらえる力の

醸成

問題認識の仕組みを理解する

システム思考で問題を捉える

ワークシートを作成する

二
日
目

スキル②：
アイデアを

考え出す力の
醸成

思考の発散・収束を理解する

アイデアを出す・選ぶ

ワークシートを作成する

三
日
目

スキル③：
提供すべき

価値の定義・
実装する力

の醸成

ビジネスプランニングの重要性
を理解する

提供価値を定義し、ビジネス
プランを考える

ワークシートを作成する

指標の詳細コース1評価

◼ 下記のようなコースポリシーを設定し、プログ
ラムの目的と狙いを受講者に共有

✓ 問題を解決するシステム思考

✓ アイデアを生み出すデザイン思考

✓ 価値を提供し実装するビジネスプランニン
グスキル

◼ コースポリシーに基づき、問題の本質をとらえ
る力、アイデアを考え出す力、提供すべき価値
の定義・実装する力の評価測定指標である3つの
スキルの習熟度評価を実施

◼ 5段階のルーブリック評価を実施

✓ 3日間のプログラムで、Webアンケート式で

評価を実施

✓ プログラム受講前後での学生の行動変容に

ついて評価を実施

コース1 コース2

評
価
測
定
方
法

評
価
測
定
指
標



✓ コース2では、コントロール群とトリートメント群に分け、先行研究から導出される初期仮説等を検証するために、評価測定

指標を網羅的に設定し、プログラム開始前、終了直後、終了半年後の3回のタイミングで測定を行う設計となっている

コース2の評価指標・評価方法の詳細

学生の教育効果の測定【E-8】
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(E) プログラムの評価

指標の詳細コース2評価

評
価
測
定
方
法

評
価
測
定
指
標

◼ コントロール群とトリートメント群に分けて、Web

アンケートを実施

◼ 教育効果の測定は、3回のタイミングにて実施

✓ T1:第一回授業中～第二回授業まで

✓ T2:授業終了後（宿題提出後）

✓ T3:授業終了半年後

コントロール変数

Big-5（パーソナリティ特性）

インテンション（起業家的な意図・意思）

コンピテンシー（起業家的な能力・行動特性）

パッション（起業家的な情熱）

エフェクチュエーション（起業家的な意思決定）

行動調整方略

Implementation intention, Goal intention, action 

（T2,T3のみ測定）

先行研究から導出され、

本事業で検証する初期仮説
検証内容

非受講群と比較して、受講者

のコンピテンシーが増加する

だろう

大学生・大学院生を対象とし

たアントレ教育は、コンピテ

ンシーを伸ばす授業が効果的

であるといえるか検証する

T1時点で受講者内でインテン

ションの低位群は、受講後に

インテンションがその他の群

と比較して増加するだろう

大学生・大学院生を対象とし

たアントレ教育は、インテン

ションを伸ばす授業としても

効果があるといえるか検証す

る

女性は男性よりインテンショ
ンの増加幅が大きいだろう

男性に比べて、女性はインテ
ンションの介入の効果が出や
すいか検証する

学部1,2年生は他の学年の学
生よりも受講によるインテン
ションとコンピテンシーの増
加効果が大きいだろう

年齢が若いほどインテンショ
ンの介入の効果が出やすいか
検証する

コース1 コース2



✓ 全国規模で大人数が参加できるオンラインの全国プログラムを実施する上で、プログラムの良い点、悪い点に関する初期仮説

を設け、それぞれの仮説を検証するための取り組みを実施した

全国プログラムの良い点・悪い点

プログラムの在り方の評価【E-9】

86

(E) プログラムの評価

実施した内容プログラム評価における初期仮説 検証結果

◼ オンライン形式のプログラムにお
いては、地理的・空間的な制約を
受けず、全国の大学生・大学院生
に受講機会を提供できるのではな
いか

◼ 全国プログラムを通じて、多くの
学生にアントレプレナーシップの
醸成させることができるのではな
いか

◼ オンラインにおいて現場での参加
やフィールドワークが難しいため、
実践的な学習が難しいのではない
か

◼ 学生の関心を醸成させ、マインド
セットを形成させるためには、外
部との連携が必要ではないか

◼ 全国から様々な大学・学年・学部の学
生が参加できるプログラムを用意し、
受講機会を創出する

◼ オンラインプログラムを通じて、今ま
でアントレ教育に触れたことのない
学生にもリーチし、アントレプレナー
シップの醸成を図る

◼ 受講者がどのような実践的な機会を望
んでいるのかを検討する

◼ その上でオンライン上では創出するこ
とができない実践の機会の創出の方法
について検討する

◼ オンラインだけでフォローしきれない
機能について検討する

【E-10】

【E-12】

参照

【E-11】

【E-12】

参照

実践機会
の創出

外部との
連携

受講機会
の創出

アントレ
プレナー
シップの

醸成

全国
プログ
ラムの
悪い点

全国
プログ
ラムの
良い点



全国プログラムの評価【E-10】

全国プログラムの良い点に関する学生向けアンケートからの結果

(E) プログラムの評価

✓ 受講者は全国プログラムを通じて、普段交流ができない他大学の学生との交流や自大学では受けることができないアントレ教

育を受講できたことに対して感動体験を得たという回答が多い

87

【参考】オンラインプログラムの良い点※

◼ 物理的・時間的制約を受けず、教育の機会を提供すること
が特徴的である

◼ 教室内外の枠を越えて、学生同士はオンラインを通じて交
流できる
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203

204

0 50 100 150 200 250

その他

受講環境

アントレ教育周辺テーマ

プログラム全般

交流・グループワーク

コース1受講

コース2受講

両方のコース受講

5

11

32

25

53

54

75

95

112

112

2

6

5

7

7

61

92

132

144

172

ピッチ、プレゼンに力を注ぐことができた

仮説立案や顧客インタビューに対する理解

アントレプレナーシップへの興味が深まった

起業家講演の内容が興味深かった

所属大学にないプログラムが体験できた

Nは回答者数

受講終了後学生向けアンケート（N=242）
「本プログラムを通して、感動するような体験はありましたか」
※複数回答可であるため重複有
※各分類で人数カウントをしている

30

33

16

59

53

66

122

112

5

4

3

8

88

103

141

179

グループワークでチームのメンバーに貢献

グループワークで新たなアイデアを出す

グループワークで仲間づくりができた

他大学の学生とのコミュニケーション
他大学の学生とのコミュニケーションを

とる事ができた

グループワークで新たなアイデアを出す

ことができた

グループワークでチームのメンバーに

貢献できた

仮説立案や顧客インタビューに対する理解

が深まった

※ 「遠隔授業のインパクトとニューノーマルの高等教育」中央教育審議会大学分科会質保証システム部会(第9回)よりトーマツ整理

「交流・グループワーク」の内訳
※複数回答可であるため重複有

「プログラム全般」の内訳

※複数回答可であるため重複有

（N=203）



オフラインとの融合の必要性【E-11】

✓ 本プログラムを受講した学生からは課題解決、アイデア創出など手法に関する学習コンテンツやオンライン・オフラインによ

る同時開催プログラムや起業家との繋がりの創出等の要望が挙がった

(E) プログラムの評価

全国プログラムの悪い点に関する学生向けアンケートからの結果
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131
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その他

大学教職員による伴走支援

就職・インターンシップの情報

起業関連の情報

学生と繋がれるコミュニティ

外部機関との連携

プログラム：実施方法

プログラム：内容

コース1受講

コース2受講

両方のコース受講

【参考】オンラインプログラムの悪い点※

◼ 在宅での受講のため、実際の現場での参加やフィールド
ワーク等の実践的な活動が実施しにくい

◼ 遠隔であるため、教員は受講者の活動が把握しづらい

Nは回答者数

受講終了後学生向けアンケート（N=242）
「アントレプレナーシップの教育を受ける上で、
どのような内容・形式が望ましいと思いますか 」
※複数回答可であるため重複有
※各分類で人数カウントをしている

13

16

66

78

6

6

85

100

OB/OGと繋がれるコミュニティ

起業仲間づくり、学生コミュニティの支援

3

50

50

77

3

8

56

135

ピッチ大会の実施

課題解決、アイデア創出など手法課題解決、アイデア創出など手法に関する

学習コンテンツ

15

46

35

80

2

4

52

130

SNSなど、新しいツールをたくさん使用

オンライン・オフラインによる同時開催オンライン・オフラインによる同時開催

プログラム
SNSなど、新しいツールをたくさん

使用したプログラム

6

7

13

20

17

34

37

36

29

86

2

2

2

8

6

42

46

51

57

109

外部専門家によるメンタリングの提供

VCや金融機関等とのつながりの場の提供

専門家への相談・依頼のできる窓口の設置

自治体・行政の政策・補助/支援制度等の情報

起業家との繋がりの創出

※ 「遠隔授業のインパクトとニューノーマルの高等教育」中央教育審議会大学分科会質保証システム部会(第9回)よりトーマツ整理

(67.3%)

(62.8%)

(60.3%)

(54.1%)

(34.7%)

(29.8%)

(16.5%)

(0.8%)

「プログラム：内容」の内訳
※複数回答可であるため重複有

「プログラム：実施方法」の内訳
※複数回答可であるため重複有

「外部機関との連携」の内訳
※複数回答可であるため重複有

「学生と繋がれるコミュニティ」の内訳
※複数回答可であるため重複有

（N=163）

（N=152）

（N=146）

（N=131）



✓ 全国プログラムの良い点、悪い点について、受講後アンケート、学生・教職員座談会における意見を整理した

全国プログラムの良い点・悪い点に対するフィードバック

プログラムの在り方の評価【E-12】

89

(E) プログラムの評価

◼ オンラインのみでは実践的な
学習が難しいため、ハイブ
リッド型授業が必要である

◼ 学生の発表時間、フィード
バックの時間を十分に確保す
ることが望ましい

◼ 全国プログラムでは地域や企
業と連携した取組が望ましい

◼ プログラムで知り合った学生と
の継続的な交流の場があると嬉
しい

◼ ビジネスコンテスト等の機会が
あると嬉しい

◼ 座学のみならず、フィールド
ワーク等の内容が望ましい

◼ オンライン・オフラインによる
同時開催が望ましい

◼ 今回のプログラムでは専門家な
どの外部機関との連携が足りな
かった

教職員座談会学生座談会アンケート

◼ 全国オンラインプログラムの
ため、リソースが不足してい
る大学の学生にも受講の機会
を提供することができた

◼ 本プログラムは学生にとって
アントレプレナーシップの動
機付けにつながり、達成感や
気づき与えることができたと
考えられる

◼ 時間や場所等の制約がなく、
気兼ねなく学習ができた

◼ グループワークを通じて、
主体的な学びができた

◼ プログラムで得た学びを日常
生活や大学研究に活かせる

◼ アントレ教育に関する理解を
深めた

◼ 所属大学にない新しい体験が
できた

◼ 他大学の学生と交流できた

◼ アントレ教育に関する興味が
深まった

◼ グループワークを通じて新し
いアイデアを創出した

実践機会
の創出

外部との
連携

受講機会
の創出

アントレ
プレナー
シップの

醸成

全国
プログ
ラムの
悪い点

全国
プログ
ラムの
良い点




